わ 



本書は 私が 昨年 公に した 「國家瓧會主義原理』の铈妹篇とも見るべきものでぁ 
る。 前著に 於て 私は 及ばず ながら H 家社會 主義の 理論 趙 系を 確立すべく 努力した 
が、 併し 今から 思へ ば、 說明が 簡單に 過ぎて 十分 論旨を 徹底させる ことので きな 
かつた 部分 も ぁ り、 又 或 特殊の 理由から —— この 理由は 今 も 消滅して ゐ ない —— 
當然 論及すべく して 省略の 己む を 得な かつた 部分 も ぁつた、 めに、 屢々 讀者炉 ら 
種 ^ なる 質問を 受け 或は 誤解に 基く 批評を 蒙る こと も少 くな かつた。 そこで 私は 
前著の. 不備を 補足し 且 一層 論旨を 徹底せ しめる ために、 この 新著を 世に 送る こと 
にしたのでぁるが、併し本書も亦國家社會主義に關して論ずべき諸題目を論じつ 
くして ゐる ものでは 決してない。 殘され たる 部分は 今後に 於け る 私の 研究と 思索 
との 成果 如何にょ つて 他日 公表す る 時期が 來るか も 知れない。 



本書の第ー章「國家社會主義の國家觀」と第ニ章「國家社會主義は社會民主 > 
義及 共産主義と 如何に 異なる か」 との ニ篇は 今囘 新に 執筆した ものであるが、 第 
三 章 以下の 諸篇は 昨年の 秋から 本年の 春に かけて 旣 に諸雜 誌に 發 表した もので 
ある。 だが それ 等を 本書に 收載 する に 當 つて、 多少の 添削を 加へ たこと を 附言し 



昭和 八 年 五月 六日 
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第 1 章. 國 家社會 主義の 國家觀 



國 i の 重要性 



國 家社會 主義は 國家 が國 家の ために 行 ふところの 社會 主義で ある。 そして 國家 
なる ものは 全 國民か t 成る 一大 本然 社會 である。 だから 國 家社會 主義は つまり 全 
國民が全國民のために行ふところの社會主義だと言つてもよい。ところが從來の 
社會 主義 理論は すべて 無產 階級 本位で あつて、 無産階級の 利益の ために、 無產階 
級の 解放の ために、 社會 主義が 必要 だと 主張す る もの ばかりで あつた。 だが それ 
は 正しい 考へ 方では ない。 固より 現在の 資本主義に よつ て 最も 苦 めら れてゐ る 者 
は 無産階級で あるから、 この 資本主義を 打倒して 有産階級の M 制と 搾取から 自ら 
を猙放 しよぅと する 欲求を 最も 强 くもつ 者が 無産階級で ある ことは 言 ふまで もな 
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い。併しそれだからと言 0 て社會主義によ 0 て利益するものは無產階級だけであ 
つて、 彼等 さへ 解放 すれば 切 民の 他の 部分は どうな つても かまは ない とい ふやう 
な 理論 や 行動は、 共產 主義 や社會 民主 ♦義 Q 立場からは 是認され るか も 知れない 
が、 阈 家社會 主義の 立場からは 斷 然非認 されなければ ならぬ 。吾 ^ が 國家 社會主 
義を 主張す るのは 無產 階級 だけの ためではなくて 全國 民の ためで あり、 阈家 のた 
めで ある。 全阈 民を 資本主義の 弊害から 救 a 出して 社會 主義の 惠澤に 浴せ しめよ 
うとす るの が 吾々 の 願望で ある。 固よう 貴族 や 富豪 や 資本家 や 地主の 中には 永久 
に 資本主義を 存績 せしめ、 不勞 所得の 搾取に よつ て 奢侈 安逸なる 生活を 送る こと 
を 希望して をる 者 も 多いで は あらう •か、 併し さう いふ 人たち は國民 全體か ら見れ 
ば棰く少數であつて、國民中の大多數は 1 勞働者 農民は 勿論、 會 社員で も、 官 
公吏で も、 敎員で も、 軍人で も、 商工業者で も、 資本主義の 弊害を 痛感し、 その 
行詰りを 意識し、 も. つと 合理的な、 幸 顧な、 安定した 社會 組織の 出現を 熱心に 耍 
望して をる ので ある。 そして さう いふ 要望を 充 たし 得る ものは 國 家社會 主義 以外 
にない ことを 彼等 •か 判然 認識す る 時期の 到來 する の も餘う 遠くは ないで あらう。 
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國家 社會 主義に ょって 從來の 社會主 義は 無産階級 的 ィデ ォ P ギ—か ら國民 的 ィデ 
ォ口ギ |にまで發展したのである。そしてそれが » 民的であることは取りも直さ 

瓣 

ず國家的であることを意味する。何となれば國家は國民にょつて組锇される全趙 
社會 だからで ある。 國 家は 卽ち國 民 社 # である。 國民 社會の 幸福と 利益と を 唯一 
の 念願と して 實 施される ところの 社會 主義が 卽ち國 家 社 會 主義な ので ある。 

だが 不幸に して 從來國 家なる もの、 本質に 關 して 幾多の 妄論 邪說が 行 はれて 來 
た。 勿論 それ 等の妄 論 邪說は 西洋の 學 者の 捻出した もので あって、 たと a 西洋の 
或國 家に 對 しては 當て はまる 場合 •か あると しても 3 少 くも 我 日本に 對 しては 絕對 
に當てはまらない理論なのであるが、困つたことには、我國の政治學者や社僉也 
- 想 家の 中には、 西洋 崇拜 患者が 今 尙多數 存在して をっ て、 西洋の 新奇 次 學說と 3 
へ 見れば f も ニ もな くこれ を輕 信し、 その 受賣 ぅさへ して をれば 學 者の 權威が 保 
てる もの、 如く 考へ てを る 者 •か 少くな いために、 後述す るが 如き 個人主義 的國家 
論 や 階級 主義 的國家 論な どを 得意げ に吹聽 して、 我 日本 もっ まり それ だと 妄斷す 
るので ある。 だが 吾 冷國 家社會 主義者は 之 等の 國家 論を 排斥す る。 吾々 の 奉ずる 
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國家 論は 全® 主義 的國家 論で ある。 全體 主義 的國家 論の 何者た るかは 後で 詳述す 
るが、 吾々 が 飽くまで も それを 主張す る 所以の ものは、 それが 我 日本と いふ 國家 
の發生及發展過程並に數千年來維持し，來つた國體及國民生活の實狀と當に合致す 
るからで ある。 言 a か へれば 全體 主義 的國家 論の 最も 良く 歴史的 事實に 適合す る 
國家が 我 日本で あるから だ。 それに 類似す る國家 論を 提唱した 者は 西洋の 學者中 
にも多少ないことはないが、併しその理論を現實化してをる點に於て我日本 |: 優 
る國は 他に ない ので ある。 さぅ いふ 理由 1 然りた S その 理由 だけで 吾々 は 全瞪 
主義 的國家 論者で ある。 そして 又 それを 吾 ♦の 國 家社會 主義 理論の 出發點 とする 
ので ある。 

「國家 主義を 指導原理と すると ころの 社會 主義が 卽ち國 家社會 主義で ある。 國家 
社會 主義は 實に國 家 主義と 社 # 主義との 結合に ほかなら ない ので ある。」 とは 私が 
他の機會に屢 > 道破したところであるが、こ、にー言しておきたいことは、國家 
主義と 全 證 主義 的國家 論とは 離るべからざる 論理的 關 係を 有する とい ふこと であ 
る。 全 fig 主義 的 H 家 論を 肯定した 上で なければ 國家 主義と いふ 思想は 生れて 来な 
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い 0 言 a か へれば 全體 主義 的國家 論者で なければ 國家 主義者た る ことを 得ない し、 
同時に 又國 家社會 主義者た る ことを 得ない。 全體 主義 的國家 論と 國家主 義と國 家 
社會主莽“とは實に三位ー體である。そのーつを度外しても吾冷の理論體系は構成 
されない ので ある。 . 

然るに 個人主義 的國家 論を 取る と、 それから 導き出される ものは 社會 民主 令 義 
であり、 又 階級 主義 的國家 論を 取るならば、 それから 導き出される ものは 共產主 
義で ある。 これを 逆に 言へ ば 共産主義者は 階級 主義 的國家 論者で あるし、 社會民 
主 令 義 者は 個人主義 的國家 論者で ある。 だから 若し 吾々 •か 飽くまで も 共産主義者 
にあらず、社會民主 > 義者にあらず、たく國家社會主義者であらぅと欲するなら 
ば、吾令は國家社會主義者である前に國家主義者であらねばならぬし、又國家主 
義者で ある 前に 全體 主義 的國家 論者で あらねば ならね。 この 意味に 於て 吾々 が 正 
しい國家觀をもつことのい炉に大切であるか \: 明白であ 0 て、それなくしては國 
家社會 主義が 他 種の 類似 思想と いかに 異るか を 知る ことは 不可能で あると 斷 じて 
ょい。そこで私はこれ炉ら國家社會主義者の當然もつべき國家觀を他の國家觀と 
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對 比して その 相違を 明に しょうと 思 ふ。 

‘ ニ 個人主義 的 困 家 論 ， 

國家は 領土と 人民 i 主 權者か ら成 ると 言つ たやうな 法律 學 的、 形式的 阈家槪 念 
は 姑く 措き、 國 家の 本質を 社# 學的 、實 質的に 把握し ょうとす る 立場に 於て 行は 
れる國 家 論を 大別して 三種と する ことができる。 その ^ 一は 個人主義 的國家 論で 
あり、第ニは階級主義的國家論であう、第三は全體主義的國家論である。 

第一の 個人主義 的國家 論は 多元的 國家 論と も 呼ばれる もので あつて、 この 學派 
に炤する者は大部分ィギジス人である。例へば古く第十七世紀に於てはト丨マ 
ス •ホッブス 及 ジョン • & ック 、第 十八 世紀に 於て は ジャン •ジャック •ルー ソ一 
(これは フランス 人)、 第 十九 世紀に 於て は ハ— パ ート •スぺ ンナー 、現代に 於て は 
マッキ ーグー 及 ラスキの 如きが それで ある。 これ 等諸學 者の 說は 時代と 共に 變遷 
して 必ずしも 同一で ない のは 勿論で あるが、 併し 大體に 於て 彼等に 共通す るー點 
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は、國家は民衆の協議又は契約にょ 0 て組緣されたる1 0 の法律的社會だといふ 
ことで ある。 彼等の 所 說に從 へば、 民衆が 何故に 國 家を 組織す る 必要を 認めた か 
と言ふに、未だ國家の無かつた當時の社會にあつては、各個人の生活は獨立且自 
由で あつて、 毫も 法律 的 拘束を 受ける ことは なかつ た。 たと ひ 宗敎 、道德 、經濟 
等の 諸 制度が 若干 存在して 社會 生活を 或 程度まで 規律して はを つたと しても、 そ 
れ 等は 權 力に ょつ て强 制される ものでは ないから、 必ずしも 個人の 獨 立と 自由と 
を侵害するものではなかつた。乃ち個人はその欲する*かま、に自己の利益と幸顧 
とを 追求す る こと •かで きて、 何人も 強制力を 用 a てこれ を 妨害す る ものは なかつ 
たので ある。 

然るに 社# の 進化に 伴 ひ、 暴力に 秀でた る 者 或は 奸智に 長け たる 者が 現 はれ 
て、 個人. の 利益 幸福を 侵害し、 或は その 獨立 自由を 蹂躅 する が 如き 事態を 發生す 
るに 至つ た。 そこで か、 る社會 に ® する 多數の 民衆が 互に 協議し、 右の 如き 侵 迸 
者を 取 押へ、 本 來の獨 立と 自由と を 擁護し、 各自の 利益 幸福を 保全す る 手段と し 
て 政府 (多くの場合は 專制 君主) を 樹立し、 これに 法律を 制定し 且實 施す る權能 
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を賦與 した。 こ、 に 於て 初めて 國家 なる もの •か 出現した ので ある。 但し 國 家を 姐 
雄す る 以上、 これに 參加 すると ころの 民衆 卽ち國 民は、 す V てが 法律に 服從す る 
の 義務を 負は なければ ならぬ ことは 勿論で あるから、 それによ つて 國家 成立 以前 
に 彼等が 享有して をつ た 梅 立と 自由とは 多少の 制限を 蒙らざる を 得ない。 何とな 
れば 若し 各個 人が 完全に 獨立 自由であるなら ば、 そこに 政府 も 法律 も 存在せ ず、 
從 0 て 國家も 存在し 得ない からで ある。 旣に國 家の 存在す る 限り、 そこに 政府と. 
法律と •か 存在し、 且 この 法律を 實施 する ための 權カ卽 ち强制 力が 存在し なければ 
ならぬ。 從 つて 國 家の 成立と 共に 國民は 法律に 服従す る 義務を 課せられ るので あ 
o て、 その 限りに 於て 各個 人の 獨 立と 自由とは 多少の 制限を 受けざる を 得ない。 

ィヴ ル 

この 意味に 於て 國 家は 個人に 對 する 一つの 害惡で ある ◊それ にも拘らず 民衆 •か 國 
家を 必要と する 所以の ものは、 それによ つて ヨリ 大なる 害惡を 防止す る ことが で 
きる からで ある。 だから 國家は 畢竟 「必要なる 害悪 」 (necessary evil ) である。 民 
衆は 國家 のために 犧 牲を拂 ふことは 固より 欲しない ので ある •か、 併し この 犠牲に 
よつてー層大なる筠立と自由とを確保することができるために敢て自ら進んで阈 
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家を 組織した ので ある。 何と なれば 若し 國 家がなければ、 少數 の亂暴 者の ために 
多數の 平和な 民衆の 獨 立と 自由と が 全部 破壊され る處が あるから である。 そこで 
民衆は 大な る獨 立と 自由と を 確保す るた めの 己む を 得ざる 手段と して、 小なる 獨 
立と 自由と を國 家に 移讓 し、 法律に 服從 すべき ことを 承認した ので ある。 

この ゆ 忌に、 たと ひ 國家が 成立した としても、 それが ために 阈 民の 獨 立と 自由 
とが 全部 失 はれる のでは 決してな く、 た < 國民が 自ら 進んで 承認した る 範圍に 於 
ての み獨 立と 自由と •か 制限され るに 過ぎない。 いかなる 政府と いへ ども 右の 範图 
を 超えて 國 民の 獨立 0 由を 束縛す る權 能を 有する ものでは なく、 たと ひさぅ いふ 
法律が 發布さ れて も、 國民 はこれ に服從 すべき 義務は ない。 いかなる 法律 も國民 
が これを 承認す る 限りに 於て 効果を 有する もので あつて、 然らざ れば それは 一箇 
の 空文に 過ぎない。 だから 阈家 なる ものは、 その 本質 上、 社 會 生活の 一部分 卽ち 
國民が 承認を 與へた る 法律 •か 「かくな すべし」 或は 「かくな すべから ず」 と 規定 
した 範圍內 の 生活を 規律す るに 止まる もので あつて、 決して 社 # 生活の 全部を 規 
律す る ものでは ない。 言 ひか へれば 吾 + の社會 生活 中、 法律 行 爲と名 けられる 部 
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分た けが 阈 家の 一員と しての 吾 ^ の營 If 生活で あつて、 法律に 無關 係なる 宗敎 、道 
德經濟 等の 諸行 爲は國 家の外に 於て 吾 ❖が 單な る社舍 人と して 營む 生活で ある 0 
だから 國家は 本來 一箇の 法律 的社會 であつ て、 吾々 の瓧會 生活 中 法律の 支配を 受 
くる 部分 だけが、 他の 宗敎 、道德 、經濟 等の 諸 生活から 分離され、 その 分離され 
た 法律 生活の 綜合され たもの が 卽ち國 家を 成す ので ある。 この 意味に 於て 國家は 
吾 + の 全 生活を 包容す ると ころの 本然 社會 ではなく して、 一部分の 生活を 規律す 
るに 止まる 派生 社會 である。 それは 恰も 敎會が 宗敎 的社會 であり、 株式# 社 や產 
業 組合 •か 經濟的 社會で あり、 學校が 敎育的 社 會で あるのと 同じ様に 阈家は 一箇の 
法律 的社會 である。 かぅ 見る のが 個人主義 的 國家論 或は 多元的 阈家 論で ある。 

以上 述べた ところ-にょ o て 明かなる が 如く、 個人主義 的國家 論者は 國家を 以て 
多數 個人の 集合 證卽ち 軍なる 阁體と 見る ので あつて、 しかも この 團體 たる や 或特 
定の 目的を 達する ための 手段と して 意識的、 計査 的に 組織せられ る もので あつて、 
各個 人が それに ■加入す るのは、 それが 自己の 利益に 合致す るからで ある。 卽ち阈 
家存在の基本的要件はそれが假人の利益を保護するに有効なる機關たるが故で ^) 
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つて、 若し 阈家 •かか/, る機關 としての 効用を 有せざる に 至つ たなら ば、 各個 人は 
合議の 上で これを 解消す る こと も敢て 妨げない。 國 家の 解消は 必ずしも 社# の 解 
消を意味するものではないから、各個人は國家を失つても、その社會生活を存績 
する ことは 決して 不可能では ない。 個人 •か 网家 のために 存在す るので はなく し 
て 1國家が個人 0: た办に稃在するのであるから、國家の存廢を決定するものは個 
人の 利害 以外には あり 捋な い。 かく 主張す るの が、 個人主義 的國家 論であって、 
要するに それは 個人 本位の 功利主義 的 國家觀 と斷 ずべき ものである。 

三階 級 主義 的 國家論 

第二の 階級 主義 的阈家 論は 簡單に 階級 阈家 論と も 呼ばれる もので あって、 それ 
が マルクス、 H ンゲル ス 、レ ーニンその他の所謂マルキシストにょつて唱道され 
る 理論で ある ことは 言 ふまで もない。 彼等の 說に 依れば、 國家は 社# 的 生 產關係 
を 某 礎と する 階級 對立關 係から 必然的に 發 生した もので あって、 っ まり 一階 級が 
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他階級を歷制するための機關であ6道具である。ユンゲグスはその著『家族、；^ 

有財產 及 ^ 家の 起原 J の 中で、 國家 はいかなる 時代に 於ても、 その 當 時の 最も 有 

力なる 經濟的 支配階級の ための 國家 であつ て、 この 経濟的 支配階級は 阈家を 利用 

して 政治的 支配階級と もな り、 國家權 力 ^ 拳 握す る ことにょ つて 被 支配 附級を 歷 

制し、 搾取す るので ある。 だか ^ 古代 國家 はす •へて 奴隸 所有者が 奴隸を 喂 制する 

ための 國家 であり、 封建 阙家 は - a 族が 農民を 壓 制する ための 機關 であつ た。 そし 

て 現代の 立憲 國 家は 資本家 •か 赏金勞 働 者を 搾取す るた めの 道具で あると 言つ てを 
る 0 

かくの 如く マルキシストは 國 家を 以て 經濟的 支配階級が 經濟的 被 支配階級を 壓 
制する ための 道具で あると 見る ので あるから、 國家が 發生 する 前に 先づ そこに 經 
濟的 意義に 於け る 階級 對立が 成立して ゐな ければ ならぬ。 然らば この 經濟 的 ^ 義 
に 於け る 階級 對立が いかにして 成立す るかと 言へ ば、 それは 生產關 係に ^ くので 
ある。 卽ち 一方に 於て は 土地 や 原料 や 機械の 如き 生產 手段を 所有しながら、 自身 
は勞働に從事しない人 > から成る一集團と、生產手段を所有しないで眾に勞働す 
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る ことによ 0 ての み 生産物の 分配に 與 り、 その 生活を 維榉 する 人 令から 成る | 集 
圑とが 、社會 的に 對立 する。 それ •か 卽ち 生產關 係で ある。 然るに か、 る 生 產關係 
の下に於ては、前者は少數ではあるが常に經濟的支配者の地位 |: 立ち、後者は多 
數では ある ♦か 常に 經濟的 被 支配者の 地位に 立っ。 何とな れば 後者は 勞働 力は もっ 
てゐて も、 土地、 原料、 機械の 如き 生産 手段を もたない から、 前者に よって 生產手 
段の 提供を 受け、 勞働を なし 得べき 機 # が 與 へられなければ、 何物を も生產 する 
ことができず、 從 つて 生活す る ことができない からで ある。 例へ ば 土地を 耕さぅ 
と欲しても、土地そのものが他人の所有である以上、その所布者から土地の使刖 
を許されなければ如何ともすることができない。又木材や金焰の如き原料に加エ 
しよぅと しても、 その 原料の 所有者 •かそれ を 提供して くれなければ 如何と もす る 
ことができない。又機械を運轉しよぅと七でも、その機械の所有者が、その述轉 
を 許して くれなければ 如何と もす る こと •かで きない。 だから 財產を 所有し ない 者 
が 生存す るた めには、 財産を 所有す る 者から、 その 財產を 生產 的に 利用す る こと 
を 許可され ると いふ ことが 必須 條件 である。 然るに その 許可を 與ふ るか 否かの 決 
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定權は素ょり所有者にあるのであるから、結局貧者は富者 |: 對し隸屈的地位にお 
かれ、その竞思に服從すべく餘儀なくされる。これ卽ち經浒的に支配階級と被支 
配 階級との 對 立を 來たす 所以で ある。 だから 階級 對立の ^^0ば籾有財產制度 
の^! にある。 私有財産制度の 未だ 發生 しな かつた 時代に 於て は 階級 對立は 存在 
しな かつた。 然るに 後に 至つ て 私有財産制度が 成立した/. めに、 •自然 そこに 財産 
を 所 布す る 者 i 所有し ない 者との 差別を 生じた 〇 そして この 差別に 基いて 右に 述 
へた 如き 經濟的 支配階級と 被 支配階級との 對 立を 見る に 至つ たので ある。 

然るに この 經濟的 階級 對 立の 中から、 どぅして 國 家の 出現を 見る に 至つ たかと 
いふに、 經濟的 支配階級た る 富者 •か 一つの 不安を 懷いた ことで ある。 その 不安と 
いふのは、多数の贫者が何時富者の財產を奪略して、その支配的地位を顚锐する 
かも 知れない とい ふ 疑惧で ある。 そこで その 疑惧を 除き、 不安の 股 因を 取 去り、 
永久に その 社 # 的 優越 力を 維持す るた めには、 飽くまで も 私有財産を 擁 謎 し、 暴 
カを用ひてこれを侵害しょ-ソとする者に對して改嚴重なる所罰を加へることが何 
ょ b も 有効な 手段で ある。 言 ひか へれば 富者が その 特權を 保全す るた めには 政 
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府を 設け、 法律を 造り、 權 力に ょつ て私耵 財 產を 擁護す る ことが 必要で ある。 か 
ぅいふ理凼から常者卽ちその當時の經濟的支配階級が國家を雄設するに至つたの 
である。 だから 國家な る ものは 设 初から 綷浒的 支配階級が 被 支配階級を M 制し、 
その 反抗を 豫防す るた めの 道具と して 發明さ れた ものである。 從 つて 國家は 常に 
經濟的 支配階級の 掌中に あつて、 彼等の 欲する がま、 に 運用され、 被 支配階級は 
全然その述用から除外されるのである。こ、に於てか_家の成立に先ち現に經濟 
的 支配階級で あつた 者は、！： 家の 成立と 共に 新に 政治的 支配 權 をも举 揾す るに 至 
るのであつて、その結果經濟的階級對立は同時 |: 政治的階級激立ともなり、ニ重 
の廢制が被支配階級に加へられることになつた。これ卽ち阈家*か陪級飑制の機關 
と 認められる 所以で ある。 

かくの如くマルキシストは國家を以て階級膊制機關と見るのであるから、現代 
の資本主義の下にある國家は有產階級が無淹階級を腿制するための逍具であるこ 
とは 勿論で あるが、 併し 若し 一朝 無產 階級が 政治 革命に ょつ てこの 逍 具を 布 產階 
級の 手から 奪 ひ 取つ たなら ば どぅなる かと 言 ふに、 その 時國 家は 從來 とは 反對に 
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無產 階級が 有産階級を 壓 制する ための 道具と なる ので ある。 乃ち 無產 階級は 阈家 
權 力を 利用して 新に 法律を 造り、 有產 階級の 手から 土地 及 資本を 剝 奪し、 若し こ 
れに 反抗す る 者が あら ば嚴 酷なる 刑罰を 科し 徹底的に これを 彈彫 する ので ある。 

こ、 に 於て か從來 政治的に も經捭 的に も 被 支配階級で あつたと ころの 無產 階級 i 
俄に支配階級となり、反對に從來支配階級であつた有產階級が今度は被支配階® 
にまで 顚落 する。 これが 卽ち 共産主義者の 企圆 する 革命で ある。 

併しながらマルキシストの理論としては、阈家なるものは常にー階級が他階谀 I 
を ® 制する ための 道具な ので あるから、 若し 將來 階級 對 立の 完全に 廢止 された 社 —22 
會が 出現した とするならば、 その 時國 家は どぅなる かと 言 ふに、 その 時阈良 i 消 
滅す るので ある。 國家が 階級 對 立を 必須 的 前提 條件 として 成立す る ものである 以 
上、 階級 對立が なければ 國 家は その 成立の 根據} 存在の 理由と を 失 ふので あるか 
ら 、自ら それは 消滅に 歸 せざるを得ないの である。 現在の ソゲ T ト 聯邦の 如き 
は 共産主義が 未だ 完全には 行 はれて をらず、 從？ 尙 多少 階級 對立 •か 残存して を 
るから、 未だ 國家 として 消滅す るに 至らない が、 併し これは 已むを得ない 過渡期 
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の 現象で あつて、 若し 將來 完全に 共産主義が 赏 行され、 階級 對 立の 事實が 根絕す 
るに至つたならば、國家としてのソゲユート聯邦は姿を消し、無政府共產主義の 
ー大瓧 # として 存績 する ことになるので ある。 

以上が 階級 主義 的國家 論の 要旨で あつて、 それは 旣述の 個人主義 的阈家 論者が 
國 家を 以て 個人の 利益 擁護 機關と 解す るのと は 聊か 異り 、國家 を 以て 階級 艰制機 
關と 解す るので ある。 卽ち國 家は 個人の ために 存す るので もな く 又 一民 族の ため 
に字するのでもなく、ただ軍に -1- ^^のためにのみ存するものである。生產手段 
を獨占することにょつて旣に經濟的支配カを擎握してをる或階級が、更 |: 政治的 
支配 權をも 掌握して、 その 階級 的 ® 制を 擴大强 化する 目的を 以て 建設す る ものが 
卽ち阈 家で ある。 だからす ベての 階級を その 中に 包容す ると ころの 一大 民衆 全體 
"の 利益を 擁護す るが 如き 任務を 帶ぶ る國 家なる ものは 絕對に 存在し ない。 國 家の 
存在は 一階 級の ためには 常に 利益で あるが、 それに 對立 する 他 階級の ためには 常 
に 不利益で ある。 前者に 取りて は 祝福す *へきものであるが、後者に取りては呪詛 
すべき ものである 。だから 若し 將來 階級 對 立の 消滅した 瓧會が 出現す るなら ば、 
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その 時國 家は 最早 存在の 理由を 失 ふ ものであるから、 それは 自ら 死滅せ ざるを 得 
ない とい ふの が 階級 主義 的國家 論者の 結論で ある 0 乃ち 彼等は 個人と 個人、 階級と 
階級との利害を調節し、それ等をー屈族の福利のために協働せしめ、或は外國の 
侵略を 排除し、 一國民 全體を 統制す るが 如き 機能を 有する ところの 阈 家の 存立を 
歷史的且珂論的に否定するのである。言；5かへれば彼等は1民族が他民族の支配 
を 排斥して、 それ 自镫 の獨 立と 文化と を 擁護す るた めの 自己 統制 組織と しての 國 
家の存立を否定するのである。が此の如き國家觀は獨り歷史的 ¥ 货を無視するに 
止まらず、 阈 家と 政府と を 槪念 的に 混同す る 意味に 於て 非論理的で ある 

と 斷ぜざ 

るを 得ない ものである。 古今の 歷史を 案ずる に、 民族 闘 梁は 階級 鬪爭と 同じく、 
否 寧ろ ョリ 以上に 世界史 上に 重要なる 役目を 演じた。 遠き 未来は 知らず、 現在 及 
近き將來の歷史が異民族相互の軋櫟衝突をー大契機として發展し 0 、あり又する 
であらぅ ことは 疑 ふべ からざる 必然で ある。 固より 他方に 於て 階級 闘爭も 歷史發 
展の 重要なる 契禰を なす ものである ことは 否定で きないが、' 併 L 民族的 利益を 擁 
護し よぅとす る 人間の 欲求は、 階級 的 利益を 擁護し よ 5 とする 欲求に 比して 決し 
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て 微弱な ものでは なく、 搴ろ屢 々一層 嫌烈で ある ことは、 歐 洲大戰 前後から 今に 
至る 十餘 年間の 世界の 狀勢を 一瞥した だけで も、 十分 吾々 の 認識し 得る ところで 
ある。 一箇の 民族 •かいかに 熱烈に その 獨 立と 自由と 安全と 繁榮 とを 要望し つ、 あ 
るかと いふ 事實を 度 外して は、 現代 世界史の 動向を 理解す る ことは 絕對に 不可能 
である。 そして 民族が 此の 如き 要望を 達成す るが ためには、 先づ內 部 的に 個人的 
並に 階級 的 利益の 衝突を 排棄 して 一民 族と しての 固 結を 鞏固に し、 全民衆を して 
切實に協働せしめることが何ょりも肝要である。しかもこの阁結と協働とを實現 
する ためには、 民疾が 單なる 民族と して 止まらずに、 それ 自身の 政府を 樹立す る 
ことにょ つ て、 それ 自身を 國 家にまで 發展 せしめ、 以て 全民衆を 緊密なる 法的 統 
制の 下に 結合す る ことが 必要 缺ぐ ベから ざる 條件で ある 。こ、 に阈家 存立の 根本 
理由が 見出される ので あつて、 かくの 如き 理由に ょつ て 存立す る阈 家は、 一民 族 
全體の 欲求に 基き、 一民 族全體 の幸慶 のために 存立す る もので あつて、 決して 個 
人の 利益の ために も 又 一階 級の 利益の ために も 存立す る ものでは ない。 この 點に 
明白に 個人主義 的 乃至 階級 主義 的國家 論の 誤謬が 發 見され るので ある。 
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四全 « 主義的团家論 

一 

最後に 私は 最も 正しき 國家認 識 としての 全體 主義 的阈 家觀 について 說明 しょぅ 
と思ふ。これは一元的國家論とも呼ばれるものであつて、第十八世紀から第十九 
世紀に かけて 主として ドイッ 系統の 學者に ょつ て 唱道され たもので ある。 例へ ば 
スビノ ザ、 アダム •ミュラ—、 へ— ゲル、 ボサン ヶット 等が それで あぅ、 現代に 於 
ては ォ ー スト リ I の スパン、 イタ リ I の ロッコ 及 ドイッの ゴ 1*ヵ产テン等がほ \: 

類似の 說を 主張し つ、 ある。 だが これ 等の 諸學 者の 國家 論は 槪 して 觀念論 的、 形 
而上學 的で あつて、 赏 證的 、社會 科學 的で ない ところに 私を して 多大の 不滿を 威 
ぜ しめる。 從 o て 私自身の 全體 主義 的國家 論は 右の 諸學 者の 所 說と必 ずし も 一致 
する ものでは なく、 た VI 大體の 傾向を 同じく する に 止まる ことを 豫め斷 つて お 

<o 

さて 私の 國家 論を 說く 前に、 先づ 明に して おかなければ ならぬ ことは、 固 家と 
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民族との 關係 である。 民族とは 同一の 姐 先から 渐 次增殖 し來 つたと ころの 一大 比 
衆で ある。 先づ 最初に 家族 •か あり、 それが 人口の 增 加に 伴れ 分裂して 多數の 家族 
となり、 一箇の 家族 群を 形成す る。 それを 全體 として 氏族と 名け る。 然るに この 
氏族が 又 人口の 增 加に 伴 a 分裂して 多数の 氏族と なり、 一箇の 氏族 群を 形成す 
る。 それを 全體 として iiS と 名け る。 然るに この種 族が 又 人口の 增加 と共に 分裂 
して 多数の 種族を 生じ、 一箇の 種族 群を 形成す る。 それを 全體 として 民族と 名け 
るのである。だから民族の第1の特徵は、その人種的系統が大 §5 に於て同一であ 
ることである。勿論民族發展の過程に於て多少他の人種の血液を混沿することは 
免 かれない としても、 その 基本的 特徴は 同一で あると 見て よい。 だが m に それば 
かりが 民族の 特徴では ない。 その 第二の 特徵 として 文化の 共通を 擧げな ければ な 
ら ぬ。 卽ち 一民 族は 共通の 神話 や 傅說を もち、 同一の 宗敎的 信仰を 有し、 道徳的 
思想 や、 藝術的 表現 や、 經濟的 生活様式 も 大體に 於て 同一で あり、 言語 や 文章 も 同 
一 系統に 屬し 、風俗 習慣 も槪ね 同一で ある。 これを 要約 すれば 文化が 全體 として 
である ことが I 民族 成立の 要素で ある。 だからた と a 人種が 同一で あつて 
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も、 文化が 異質 的であるなら ば、 それは 一民 族とは 言へ ない。 これ 卽ち 同一の 人 
種的系統に屬しながら、その中に數多の民族が分立することのある理由である。 
次に 民族の 第三の 特徵 として 煨ぐべ きものは 同一の 傳統を もつ ことで ある。 傳統 
とは 永續的 に 保持され たる 文化の 謂で ある。. 文化は 時代と 共に 變遝 する ことは 勿 
論で あるが、 併し その 根本的 特質 だけは 數 百年 乃至 數 千年の 久しき に亘 つて 持績 
される 場合が 稀で ない。 その 場合 これを 傳統と 名け るので ある。 维竟 傳統 とは 長. 
い 時代を 通じて 踏襲され 來つ たと ころの 特殊の 文化を 指す ので ある。 だから 眾 1: 
同一の 文化と いふ 場合には、 それは 或ー昤 代に 於け る觀念 形態 や 生活様式が 同質 
的で ある ことを 意味す るが、 同一の 傅 統と いふ 場合には、 その 文化 •か 時代の 推移 
にも拘らず 長い 年數を 通じて 同質的で ある ことを 意味す るので ある。 

以上の 三 要 索を 具備し 且それ にょつ て 他から 區 別され ると ころの I 大 民衆の 集 
團を 民族と 呼ぶ ので ある。 だから 民族は 自然 成長 的なる 一大 本然 社 會であ つて、 

或 必要から 計盡的 に 組織され る 派生 社會で はない。 それは 多數個 人の 機械的 集合 
體で はなく して、 それ以上の ユ- 一丨ク なる 統一 體であ る 。それは 给も 人體が 多欧 
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細胞の 集合 體では なくして、 それ以上の 有機的 存在で あるのと 同様で ある。 そし 
て 此の 如き 民族が それ 自體の 政府を 樹立す るに 至つ た 時、 それが ^ 家と 呼ばれる 
のである。國家とは维竟それ自體の政府を布するところの民族の謂である。但し 
過去の 歴史の 示す が 如く、 一民 族が 最初から 全體 として 統一的な 國家 となる 极合 
も あるが、 これは 槪 して 小 民族に 限られる ので あつて、 や、 大なる 民族は その 中 
の 一種 族が 先づ 政府を 樹立して 國家 となり、 その後 漸次 他の 種族を 併合して 統一 
的國家 となる ^ 合 も あり、 又 一民 族 中の 諸種 族が 各 分立して 數 N 象と なり 然る 
後その中の最も優勢なものが全體を統ーするに至る揚合もある。それと同時にー 
旦 統一的 國家 として 出現した 民族が、 後に 內訌を 起して 數 多の 小 ^ 家に 分裂す る 
•か 如き揚 合 も 稀で ない。 だが それは いづれ であ つても、 本 來人秫 、文化、 傅統を 
共同に する 一民 族の 全部 か 或は 一部 か C 、 それ 自體の 政府を 樹立す るに 至つ た 時 
それが 國家 となる ので ある。 そして 政府が 樹立され る ことは、 そこに 何等かの 方 
法に 於て 立法、 行政、 司法の 三 作用が 開始され たこと を 意味し、 從 つて 又 何等か 
の 形態に 於け る權 カ榣關 の 設立され たこと を 意味す る 。政府と 法栉 と權 力とは 
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常に 相互に 0&ラリ|をなすものであ 0 て、同時的存在である〇だから或民族が 
その 中に 政府を 樹立す るに 至つ た その 瞬間に それが 阈 家と 改稱 される ので あつ 
て、 國 家とは 要するに 政府を 有する 民族で あると 言つ て もよ いし、 或は 法的 統制 
の 下に それ 自らを 結合す る 民族で あると 言つ て もよ いので ある。 阈 家の 中に 包容 
されて をる 民衆は 元來 人種と 文化と 傅統 とを 共同に すると ころの 一民 族で あつ 
て、それは國家たらざるも同質的なる觀念形態と生活様式とによつて自然に結合 
されて をる ものであるが、 それ •か 更に それ 自體の 政府を もち、 それ 自身を 共&の 
法的 統制の 下に おく ことによ つて、 一層 その 結合を 强固な らしめ るに 至つ た 時 そ 
れが阈 家と なる ので ある。 だから 民族が 國家 になつ たからと 言つ て、 それに 固 布 
なる 本然 社會 としての 性質を 喪失す るので もなければ、 それから 分化 獨 立す るの 
でもない。 國家は 依然として 本然 社會で ある。 何と なれば 元來 本然 社 會で あると 
ころの 民族 •か 政府を もつ ことによ つて、 その 名 稱を阈 家と 改める に過ぎないから 
である。 

だが、 國 家と 帝 國とは 嚴に區 別され なければ ならぬ。 帝 國とは 或 一 ^ 家が 他の 
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民族の 全部 又は 一瓿 に對 して 法的 統制を 加へ、 たと a 或 程度まで その 自主 權を認 
容 する ことがある としても、 國家 として 完全に 獨立 する ことを 許さず、 これを 中 
央政府 の 總括的 統制の 下に おく 狀態 をい ふので ある。 從つ て帝國 はこれ を 全 粒と 
して 見れば、 その 中に 若干の 異民谀 を 包容す る もので あつて、 從つて その 人種 も 
文化 も 傅 統も 異質 的で ある ことを 特徵 とする ので ある。 それ 等は 一民 族と して 0 
然に は 結合す る ことので きない ものが、 權カと 武力と にょつ て强 I て 結/ロ ごれ て 
をる もので あつて、 その 結合を 維持す る條 件は 背後に 力を 有する 法的 統制 以外に 
はない ので ある。 この f に 曾ては 獨 立の ■であつ た 一民 族が 他の S のた め 
に 征服され て 帝國の 一部に 編入され る 場合、 又は ft て U 帝國の 一部と して 他の 國 
家の 支配の 下に あつた 一民 族が 或機僉 に獨 立して ー國家 となる 玛合は 、歷 史上 そ 
の 例が 頗る 多い ので ある。 

さて 次に 吾々 の考 ふべき 問題は、 一民 族 (又は その 一部分た る 一種 族) がいか 
なる 原因に ょつ て 國家 化す るかと いふ ことで ある。 個人主義 ^ ^ ^ 論 ^ は ^ 家の 
起股を民衆の協議又は契約に歸し、階級主義的國家論者はそれを終濟的支配階級 
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の费策に歸するのであるが、併し私はあらゆる國家の起原をかく眾一なる原因の 
下に 槪括 することはできないと见ふ。現在地球上に存立する阈家は約六十である 
•か、 併し 過去 數 千年の 問には 幾 百 千の國 家が 興亡した ので あるから、 それ 等が 谈 
初成立した時の祺情は種々様々であつて、そ.こに咎遍的な眾一股因を見出すこと 
は 困難で ある。 殊 1: その 起原の 最も 古い 國家 にあつ ては、 建！： 常 初の 琪 情は 槪ね神 
話傅說の俨界に饀し、その興相を知ることは容易でない。併しながら冇史以降現 
代に 至る 期間に 於て 成立した る 諸國 家に ついては 比較的 正確に その 史货を 知る こ 
とがで きる。 今 それ 等の 史货を 綜介 して 考察す ると、 吾々 は阈家 成立の 原因と し 
て 最も 有力なる ものを ニつ 指摘す る ことができる。 一 つ は 民族の 獨立 であり、 他 
は 民族の 統一で ある。 前者は 或 民族が 他の 國 家の 侵略、 征服 又は 飓 制に 抵抗して 
その 獨 立を 保全し、 固有の 文化と 傳統 とを 擁謐 しょうと する 要望に 甚く もので あ 
う、 後者は 或 民族が その 內 部に 於け る 分裂を 統一し、 その 結合を 强闼 ならしめ ょ 
うとす る 要望に 基く ものである。 •か、 その いづれ の 場合に 於ても 建國创 業の 大任 
に當る 者は 民族精神を 代表し、 全民衆の 欲求す ると ころを 現實 化する だけの 能力 
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を具備する時代の英雄である。か、る英雄の出現を俟つて初めて新國家が成立す 
るので ある。 

國 家の 本質 及 起原は 上記の 通-^ であるから、 それは 個人主義 的 國家論 ボの說 く 
が如き箪なる法律的社會ではなくして、同時に道德的姬會でもあり、宗敎的社會 
でも あり、 藝術的 社會で も あり、 經濟 的瓧會 でも ある。 民族の 有する 一切の 文化 
i 國家の 中に 於ても 依然として 保有され てゐ る。 國家と 民族との 相違は 甫 者* 力 法 
律を 有する にも拘らず、 後者が これを 欠ぐ ことに あるので あるが、 併し阈 家が 法 
律を 有する からと 言つ て、 法律 以外の ものを 失 ふので は 決してない。 未だ 國家と 
ならない 前の 民族が 有した る あらゆる 文化の 上に、 新に 法 #: とい ふ 一つの 文化 形 
態が 附け加 へられる だけで ある。 だから 國 家の 中には 法律は 勿論、 道德、 經濟、 
宗敎 、藝— の 諸 文化が 綜合 的に 保有され 、しかも それ 等が 互に 分化 獨立 する こ 
となく、 相互依存、 相互 影響の 關 係の 下に 渾然 融合され て 一箇の 有機的 在 在を 形 
成す るので ある。 乃ち阈 家は 部分 社 會で はなく して 全體 社 # であ *^、派生社會で 
はな く^ i て 本然 社會で ある。 かく 見る のが 全體 主義 的國家 論 或は 一元的 阈家論 で 
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あつて、 國 家を 單なる 法律 的 社會と 見る 個人主義 的 國家論 や、 國 家を 階級 壓制機 
關と 解す る 階級 主義 的國家 論の 如きは、 到底 吾々 の 認容すべからざる もので あ 
る 0 

尙 附言すべき ことは 國民 なる 語の 意義で ある。 西洋では 民族 も阈民 も 共に 
nation 又は Volk 等の 語を 以て 言 ひ 表は される から、 この 兩者が 混同され 易い の 
であるが、 日本語と しての 國 民と 民族とは 明白に 區別 する ことができる。 國 民と 
は國 家の 構成分子と しての 個人の 總數を 意味す る。 これを 人體 に譬 ふれば 細胞と 
いふが 如き ものである。 人體 はこれ を 生物 學 的に 見れば 幾 億 萬 かの 細胞の 集合 fig 
である。 それと 同じく 阈 家は 數百萬 乃至 數千 萬の 個人の 集合 體 である。 この 集合 
體を 指して 國 民と 呼ぶ ので ある。 だから I 民族が 全體 として I 國家 となつ た 場合 
には 民族と 國 民とは 事實上 同一 物で あるが、 た v 異る ところは 民族は 人種、 文化、 
俥 統を 同じく する 一大 民衆で あるが、 國民 は尙 その上に 共同の 政府を 有し、 共通の 
法的秩序を有するものである。然らば國民と«家とはいかに相違するかといふ 
に、國民は《家を組織する多數の個人を1つの集合«として見たものであるが、 
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國家 は國 民を 統一 化し 體系 化し 有機 體 化した る 一個の 全體 として 見た もので あ 
る。 # へば 國 民を 株主と すれば 國 家は 株式 # 社の 如き ものである。 株式 會社は 株 
主にょ つて 組織され る ものでは あるが、 併し 株主 卽 株式 會 社では ない。 それと 丁 
度 同じく、 國段が なければ 國家 なく、 國家 がなければ 國民 はない が、 併し この兩 
者は 決して 同一 物では ない。 國家は 常に 國民以 上の 或 者で ある。 

さて、 右の 如き 全蹬 主義 的國 家觀の 上に 立つ て國 家と 個人 及 階級との 關係を 见 
ると、 國家は 個人 又は 一階 級の 利益の ために、 その 手段と して 存立す る ものでは 
なくして、 一民 族全體 の 利益の ために 存立す る ものである ことは R ら明瞭 であ 
る。 一民 族の 有する 特殊の 文化と 傅統 、言 a か へれば 他の 諸 民族の それと 判然 M 
別さるべき獨自の恐想、精神、道德、藝術、國體、政體、經濟組織、社#制度等 
を 擁護し" 宜揚 しょぅと する 一民 族の 自己保存、 G 己擴充 、自己 發 M の 欲求が、 
必然的に その 民族を して 國家た らしめ るので ある。 何とな れば國 家た る ことなし 
に 右の 如き 民族的 欲求を 贳 徹する ことは 不可能 だからで ある。 從 つて 國家を 必要 
とする ものは 個人で もな く 一階 級で もな く、 あらゆる 個人と 階級と を 包容す ると 
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ころの民族全體である。牢固として拔くぺからざる民族的本能、民族的精神、民 
族 的 生命 •か 國 家を 要求し、 それ 自體 を國家 化する ので ある。 國 家は 株式 # 社ゃ勞 
働 組合の 如く、 多數の 個人が 自己の 利益を 擁護す るた めの 手段と して、 合議の 結 
果 これを 組織した もので もなければ、 又經濟 的 支配階級が 玫權を 利用して 被 支配 
階級を壓制搾取するための道具として發明したものでもない。個人ゃ階級を超越 
する 全 體社會 としての 民族の 普遍 意思が、 それ 自體 を國 家たら しめる ので ある。 
從 つて 國 家は 當該 民族に 取りて は、 手段で も 道具で もな く、 それ 自身で ある。 何 
者と いへ ども 自己を 自己の 手段と する ことは できない 。手段は 常に 自己 以外の 也 
の 物で なければ ならない。 然るに 國 家は 民族に 取りて は 自己 以外の 他の物では な 
くして、 それ 自身な ので あるから、 いかなる 意味に 於ても 國家を 手段と して 利用 
し 得べき ものでは ない。 かく 國家が 民族の 手段た b 得ない とするならば、 まして 
その 一部分に 過ぎない ところの 個人 や 階級の 手段た- o 得ない ことは 言 ふを 俟たな 
い。 それは 恰も 吾々 の 全身 ♦か j 細胞 又は 一手 一足の ための 手段た b 得ない のと 同 
樣である。吾+は全身の健康のためにー部分を犧牲とすることはあり得るけ ^ ど 
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も、 一部分の 健康の ために 全身を 犧牲 とする ことは あり 得ない® それと 同じく 國 
家は その 成長、 發展 、典隆 のために 一個人、 一階 級の 利益を 犠牲と する ことは あ 
るが、ー個人、ー階級の利益の |^ めに國家全體の利益を犧牲とすることは決して 
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許さない ので ある。 . 

曾て 第 十八 世紀末の ィギリスの 哲 學者ジ H レミ！ V ンサム は 「最大 多数の 最大 
幸福」 を 以て 國家の 目的で あると 唱 へたが、 この 多數の 幸福と いふ 觀念 もやは う 
個人主義 的で あつて、 全體 主義 的で ない。 何と なれば、 數の 多少は 個人を 軍 位と 
して 計算され る もので あつて、 つま b 國家を 個人の 機械的 集合 體と 見る もの だか 
らであ .る。 全體 主義の 立場からは 國 家を 個人の 機械的 集合 體とは 見ないで、 個人 
を 超越した る 不可分の 有機的 一 全體と 見る ので ある。 一全體 なる が ゆ ^ に それを 
構成す る 各部 分に 於け る 個人の 數の 多少は 何等 重要なる 意味を もたない。 これを 
人體 に锣 ふれば、 脚を 形成す る 細胞の 數は 、頭を 形成す る 細胞の 數よ b も 多いで 
あらう 。だが その ゆ 忌を 以て 脚が 頭よりも 重要で あるとは 誰も 考へ ないで あら 
う。 一茴の 有機 體に 取りて は 唯全體 としての 生命 だけが 重要な ので ある。 然るに 
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個人主義者は 細胞た る 個人を 至上の 存在と 認め、 國家を 以て 個人の 幸福に 對する 
手段と 見る からして、 國 家の 任務は できるだけ 多數の 個人に、 できるだけ 多 *. の 
幸福を 保障す るに あると 考へ るので ある。 彼等から すれば 國 家の 善 惡は國 民た る 
個人が 各自に 享有す る 幸福の 總 計の 多少に ょつ て 決定され る。 だからべ N ナム 及 
その 亞流 たる 功利主義者は、 個人の 財産 所有 權 、個人の 快樂 、個人の 自由を 最も 
貴重なる ものと し、 これを 保護す る ことが 法律の 最大の 目的で あると 主張した の 
である。 然るに 吾々 全體 主義者は 國家は 個人の 幸福の ために 存在す るので はなく 
して、 それ 自體の 保存、 擴充 、發展 のために 存在す る ものと 考 へる。 從つ て國家 
の善惡は國家自蹬が自己の目的 (: 對して有効適切に行動し 0 、あるか否かにょ 0 
て 決定され る。 调 家は 常に それ 自身の 目的を 追求し つ、 ある もので あつて、 その 
一部分た る 個人 や 階級は 斷えず E 家の 目的に^ 一すべき もので あぅ、 网 家の 利益 
に 反せざる 限りに 於て その 存在を 認容 さるべき ものである。 

以上が 私の 主張す る全體 主義 的國 家觀 であるが、 か、 る网 家觀 こそ 現代の 日本 
國 民の 大多數 が 有する 裯家觀 と 正に 合致す る ものである ことは 私の 信じて 疑は ざ 
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ると ころで ある。 我國 民は 私の 論述した やうな 國家觀 を 未だ 理論的に 判然 認識す 
るには 至つ てゐ ない が、 併し 直觀 的には 國家を か、 る ものと して 意識して をる こ 
とは誤りないと思ふ。「國家のため」といふー語は、國民の斷えずロ |: するところ 
であるが、 謂 ふ 所の 國家が 全 ft 主義 的 意義に 於け る 日本 國 家を 指す ことは、 何人 
も 否定し 得ない ところで あらう。 乃ち 我國 民は、 個人主義者 や 階級 主義者が 何と 
言は うと も、 國 家の 本質を 正確に 意識して ゐる點 に 於て 世界に 比類な き國 民で あ 
り、 從 つて 又國 家を 擁護し、 國 家に 奉仕し ょうとす る 道德觀 念の 强烈 なる 點に於 
て、 萬國に 卓越した る國 民で あると 斷定し 得る ので ある。 

全體 主義 的 國家觀 こそ 我 日本に 妥當 する 唯一の 國家觀 である。 そして この 國家 
觀を 理論的 基礎と すると ころの 社會 主義が 國 家社會 主義で ある。 だから 看板 だけ 
は國家社會主義であっても、全體主義的國家論を否定する者は、その實共產主義 
者 か 然らざ れ ば社會 民主々 義者で あって、 た^ •單に 戰術上 の胙 略から 國家 社會主 
義の陧 面を 蒙つ てを る ものと 見て 誤りは ない ので ある。 
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第ニ章國家社會主義 (1 社會民主々義及 

共產主義と如何 |: 異ろか 

■ 

I 社會民主々義 

前章に 於て 私は 社會 民主々 義者が 個人主義 的國家 論を 奉じ、 共産主義者が 階級 
主義 的國家 論を 奉じ、 國 家社會 主義者が 全體 主義 的國家 論を 奉ずる ことを 述べた 
が、 併し これ 等の 國家 論の みが 三者を 區別 する 唯一の 基準では ない。 三者の 社 # 
理論 及 政治 理論には 尙 他に 指摘す •へき 重要なる 相違 •か ある。 尤も それ 等の 相違は 
國家 理論に 於け る 相違と 緊密なる 論理的 聯繫を もつ ものでは あるが、 併し 國家理 
論の みを 以てして は 未だ 三者の 差別を 十分 明確に し 得た とは 言へ ない。 そこで 私 
は 今 H 家 理論と 關聯 はして ゐ るが 必ずしも それと 同一で ない 三者の 理論的 相違に 
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ついて 說明 しょぅと 思 ふ。 

先づ 第一の 社會 民主々 義は社 會哲學 としては 個人主義を 奉じ、 政治 形態と して 
は 民主 + 義を 主張す る ものである。 元來社 會哲學 としての 個人主義の 特徴は、 あ 
ら ゆる 社 會を 以て、 個人の 利益 幸福を 追求す るた めの 手段と 看做す ことに ある。 
國家 も亦然 りで ある。 政治 も 法律 も 道 德も宗 敎も經 濟も科 學も藝 術 も、 それが 社 
會 的に 成立し、 社會 的に 進步發 達する ものである ことは 疑ふ餘 地は ない が、 併し 
吾 冷が それ 等を 必要と認め、 それ 等の 進步發 達の ために 努力す るのは、 結局 それ 
が 個人の 利益 幸福を 完ふ する ために 有効 だからで ある。 從 つて 吾 ❖•か 國家 、政府、 
議會 、政黨 、軍隊、 學 校、 敎會 、株式 會 社、 産業組合、 勞働 組合 その他 諸種の 社 
會を 構成す る 所以の ものは、 それ 等の 社會を 利用し、 それ 等を 手段と して 吾 ^ 個 
人の 利益 幸 一 細を 增進 する がた めに 外なら ない。 いかなる 社 # も それが 個人の 利益 
幸福に役立つ限りに於て存在の價値を有するものであつて、若しそれが個人の利 
益 幸福に 反するならば、 吾々 はか/* る瓧會 に 加入を 强 制される 道理は なく、 又 一 
旦 加入しても 隨時脫 退す るの 自由が 許されなければ ならぬ。 尤も 吾々 •か 或 社會の 
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中にある以上、吾々はその社會の要求する秩序に服する義務从ある。併し吾>が 
この 義務に 服す るのは、 社會 そのもの、 ためでは なくして、 吾々 自身の ためで あ 
る。 さぅ する ことが 窮棰に 於て 吾々 の 利益 幸 顧と 合致す るからで ある。 何者と い 
へど も 吾々 に 利益を 提供す る ことなしに 吾々 の 利益を 剝奪 する 權 威を もつ ことは 
できぬ。 個人は 常に 最初に して 且 最後の ものである。 一切の 社 會的布 物は 個人に 
奉仕すべき であ- CN、 又 さぅ する ことによ o て 存在の 理由を もつ ものである。 從つ 
て 法律で あれ、 道德 であれ、 經濟で あれ、 あらゆる 社會 制度の 善惡を 識別すべき 
唯一の 標準は、 それが 個人の 福利に 適合す る や 否やに ある。 國家も 亦 それ 以外の 
ものでは ない。 吾々 が 國 家を 組織す るのは、 それが 個人の 福利の ために 必要なる 
手段と 認める からで ある。 言 a か へれば 吾々 •か 共同に 法律に 服従し、 警察と 軍隊 
を維持し、納税の義務をっくすことによつて、吾々個人の獨立と自由とを他人の 
侵害から 保全す る こと •かで きる と考 へる からで ある 0 

凡そ 右の 如き ものが 個人主義の 社 會哲學 である。 そして 社 # 民主々 義は この 個 
人 主義を 基調と する 社會 主義で ^ る。 だから それが 資本主義を 非と する のは、 資 
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本 主義 ♦か 民族 又は 國 家に. 取りて 有害 だとい ふ 理由に よるので はなく して、 その 構 
成分 子た る 個人に 取りて 有害 だ- 〇 いふ 理由に よるので ある* 又 それ •か 社會 主義を 
是と する の も、 それが 個人に 取りて 有益 だとい ふ 理由に よるので ある。 勿論 有產 
者の 立場から すれば、 資本主義が 有益で あつて 社會 主義が 有害で あると いふ こと 
になる であらぅ が、 併し 無産者の 數は 有產 者. の數 よりも 遙に 多い ので あるから、 
少數 者は 多數 者の ために 當然 その 道を 讓ら なければ ならぬ 。個人主義の 倫理 學に 
於て は、 最大 多數の 最大 幸福を 追求す る ことが 善で ある。 然るに 資本主義は 少汝 
者の 幸福の ために 多數 者の 幸福を 犧牲 とする ものであるから 惡であ り、 社 會 主義 
は 多數 者の 幸福の ために 少數 者の 幸福を 犧牲 とする ものであるから 善で ある。 か 
ぅいふ論據に立 0 て社會民主々義者は社會主羲を主張するのである0 
社會民主々義が政治形態として民主々義的議會制度を耍求するのも、その思想 
的基礎はやはり個人主義にあるの.である0旣述の如く個人主義は飽くまでも個人 
の權威を尊重する。すべての個人は股則として獨立自由であぅ、自己の意扭に反 
して 他人の 強制を 受く V きもので ない。 階級、 職業の 如何を 問は ず人咨 は 平等で 
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ある。 人格が 平等で ある 以上、 參政權 も 亦 平等でなくて はならない。 從っ て選揋 
權は國 民の すべてに 與 へ、 各自の 自由 竞思 によって 投票せ しめ、 一切の 政治問題 
は 多數 決に よつ て 決定すべき ものであると いふの が 民主々 義の理 論で ある。 そし 
てこの 理論を 货際 化する ところの 政. 治 組織は 議會 制度 以外には あり 得ない。 だか 
丨 ら社會 民主々 義 は議# に 於け る 討論と 投票と を 通じて、 資本主義を 社會 主義に ま 
で 變革 しよぅと する もので あり、 從 つて 又 それは 合法的に、 平和的に 社 曾 主義を 
實 現しよぅと 志す もので あって、 獨裁 政治 や 暴力 手段の 如きは 嚴 にこれ を 排斥す 
るので ある。 

以上 社會 民主々 義 の特徵 にっいて 述べた が、 こ、 に 吾々 の 注意を 要する 點は資 
本 主義 も 亦 その 思想 的 基礎を 個人主義に おいてを ると いふ ことで ある。 ブル ジョ 
ァ 革命は 卦建 時代の 專制 政治を 崩壤 せしめて 議會 政治を 確立す る ことに 成功し 
た。 その 結果と して 憲法に よつ て 私有財産は 安全に 擁護せられ、 昝利 活動に 於て ■ 
は 自由放任 主義が 保障せられ た。 こ ^ に 於て か ブル ジョァ に 加 へられて ゐた 過去 
の 政治的 壓 迫、 經濟的 拘束は 完全に 解除され たので あるが、 この ブル ジョァ 革命 
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の成功を支持した社會哲學は卽ち個人主義であ 0 た。然るに社#民主々義は ^ じ 
個人主義 哲學 を論據 として ブル ジヨア の玫治 的及經 濟的壓 迫から ブ W レ タリ ャを 
解放しょぅとするものであ 0 て、その姐想的基礎は正に同ーなのである〇た \: 異 
るところは資本主 « かブルジ 3 ア個人主義の所產であるに反し、社會主義がプロ 
レ タリ ヤ 個人主義の 要求で ある こと だけで ある。 

二 共産主義 

共産主義は 階級 主義を 根柢と し、 政治 形態と して 無產 階級 獨裁 制を 要求す る點 
に その 特徴を 有する。 謂 ふ 所の 階級 主義とは、 一切の 社會 制度を 階級關 係に 還元 
してこれを理解すると同時に、社會革命は階級闘爭を通じてのみこれを过坝する 
ことができる とい ふ 一種の 社會觀 、歷 史觀で ある。 

この 階級 主義の 理論的 茈礎は 唯 物史觀 にある。 唯物史 觀に從 へば 遇 去の 歷史は 
すべて 階級 鬪爭の 歴史で ある。 そして 階級 對 立の 原因は 生產關 係に ある。 生產關 
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係を 基礎と して 階級が 對 立し、 その 階級 對 立の 上に 社會が 組織され、 その 社 會の 
中に 法律、 宗敎 、道德 、哲學 、藝術 等の 觀念 形態が 育成され る。 だから 之 等の 觀 
念 形態は 一見す ると 階級 的な ものでは なく、 從 つて經濟とは赶接交涉のないもの 
、やぅに 思 はれる けれども、 實は さぅ でな く、 經濟 こそが 其 時代 + 々の 生活様式 
のみならず觀念形態の典の基碓であつて、しかもその經濟は階級的生產關係の上 
に 成立して をる ので あるから、 法律 も 道德も 哲學も 結局は 階級關 係の 如何にょ つ 
て 支配され るので ある。 經浒が 要するに 社會 發展の 原動力で あつて、 經濟狀 態の 
變革に伴って階級關係が變革し、階級關係の變革に伴って法律、道德、哲學等の 
觀念 形態が 變革 するとい ふの が 唯 物史觀 である。 

經濟は 通常 生産、 交換、 分配、 消费 に區 分され るが、 マルクスは 特に 生産を 重 
要 親し、 他の ものは その 結果に ほかなら ない とする。 そして 彼が 問題と する 生產 
は 社會 的生產 である。 人間は 必ず 旣存の 或 社會の 中へ 生まれて 來 る。 そして その 
社會の 中で 生産を 營 ひ ので あるから、 それは 必然 社會的 生產で ある。 旣に社 # 的 
生產 である 以上、 その 生産に 參加 する 各人の 任務は 決して 同一では ない。 各自 多 
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少異 つた 地位を 占め、 異つた 役割を 演ずる。 それを 生產關 係と 呼ぶ ので ある 〇 然 
るに 遠き 過去の 社 會は 知らず、 少 くも 有史 以後 数千 年来の 社會に 於け る 生產關 係 
のー大特徵は、それが生產手段の所有者であつて自らは勞働に從_しない者と、 
生産 手段を 所有し ないで 勞 働に のみ 從事 する 者との 對立 であつ たとい ふこと でめ 
る。 貴族と 奴隸 、武士と 農民、 資本家と 勞働 者が 各 時代に 於け る その 代表者で あ 
る。 乃ち 生產關 係は 階級 對立關 係に ほかなら ない。 旣に 階級 對立關 係で ある 以上 
は 一方が 支配者 ^ 取 者で あり、 他方* か 被 支配者、 被 擦 取 者で ある ことは 必然 
である。 社會 はすべ てこの 二種の 集闽に 分裂して 相對 立し、 常に 阕爭を 演じつ、 
あつた。 從つ てあら ゆる 時代の 法律制度、 政治 形態、 宗敎 、道德 、思想、 或 降、 
風俗、 習慣、 I つと して 階級 關係 から 生まれ、 且それ を 反映して ゐな いものは な 
い。 この 時代には 何故に か、 る 法律が 制定され たか、 あの 時代には 何故に か、 る 
道德が尊重されたかといふ疑問は、悉くその當時の階級關係卽ち生產關係にょつ 
て解釋 され 得る。 生 產關係 だけ •か 社會諸 制度 I 切の 土臺 であつ て、 その他の もの 
はこの 土臺の 上に 建築され た 上部構造に 過ぎない ものである。 
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これが 唯 物 史觀の 要旨で ある。 だから それに よれば、 資本主義の 出現した のは、 
封建時代の 土地 本位の 生產關 係の 上に 成立して ゐた 貴族 對 農民の 階級 關 係が、 貨 
幣 本位の 生產關 係の 上に 成立す る 資本家 對勞働 者の 階級關 係に 變 化した/, めで あ 
る。 しかも この 變 化は 封建時代の 被 支配階級で あつた ブル ジョァ と 支配階級で あ 
つた封建貴族との間に於ける闘爭に於て、遂にブルジョァが勝利を占めたことに 
よつ て實 現された ので ある。 從 つて 資本主義に 代は るべき 社 # 主義は、 現在の 被 
支配階級 たる プロ レ タリ ャが 、支配階級た る ブル ジョァ との 闘爭に 於て、 完全. に 
勝利を 占める ことによ つての み货 現される。 社會 主義を 實現 する ための 唯一の 方 
法は、 ア p レ タリ ャが國 結して 徹底的に 闘爭 し、 ブル ジ ョ ァを 擊滅 して 政 權を掌 
握す る ことに ある。 この 政治 革命の 成功と 共に、 從來 ブル ジ 3 ァ 階級が ブロ レ タ 
リャ階級を壓制するための道具であつた國家は、反對にブロレタリャ階級がブル 
ジョァ 階級を 壓 制する ための 道具にまで 轉 化する。 乃ち ブ T > レ タリ ャ 階級は 阈家 
權 力を 利用して ブル ジョァ 階級の 反革命 運動を 彈壓 し、 社會 主義 經濟の 完成に 向 
つて 前進 すれば よいので ある。 
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かくの 如く 共産主義は 撤頭徹尾 階級 主義に 立脚す る ものである。 だから 共產主 
義 者が 資本主義を 非と する のは、 それが 國家 のために 有害 だとい ふ 理由に 出る の 
ではなく して、 無産階級の ために 有害 だとい ふ 理由に よるので ある。 又 彼等が 社 
會 主義を 是と する のは、 それが 國家 のために 必要 だとい ふ 理由に 出る のでは なく 
して、 無産階級の ために 必要 だとい ふ 理由に よるので ある。 共産主義者は 階級 主 
義的國 家 論を 奉じ、 國家を 以て 單なる 階級 ® 制 機關と 見る ので あるから、 國家は 
恰も 大工が 鎚や 鋸を 必要と し、 農夫が 牛馬を 必要と する が 如く、 その 時代々々 の 
支配階級に よつ て 必要と される 道具に 過ぎない。 この 道具の 持主は、 資本主義の 
下に 於て は 有産階級で あつたが 、共産主義の 下に 於て は 無産階級で ある。 旣にさ 
ぅだと すれば、 この® 家を 掌握し、 これを 利用す る 者は 專ら 無産階級でなくて は 
ならない 害で ある。 そこで 共産主義は 政治 形態と して 無産階級 獨裁 制を 主張す る 
ので ある。 無產 階級 獨裁 制とは 選擧權 、被 選 擧權は 勿論、 一切の 權 力を 勞働者 農 
民 だけ •か 獨 占して、 資本主義 時代の 貴族、 官僚、 資本家、 地主 等には 絕對 に參政 
權を與 へない 制度を いふので ある。 乃ち それは 飽くまで も 民主々 義に 反對 する の 
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である。 然るに 現在 备圃の 立憲政治は 必ず 議會 制度に ょつ て 行 はれ、 議會 制度は 

民主 ♦義の 上に 成立して をる ものであるから 、民主 ^ 義を 否定す る ことは 議會制 

度の 否定を 意味す る。 從 つて 共産主義は 現在の 立憲政治の 下では 必然的に 非合法 

蓮 動と ならざる を 得ない ので あつて、 暴力に ょらず しては その 目的を 達する こと 

ができなぃ。この點に於て共產主義は社會民主々義と全く相容れなぃものであ 
る 0 

• • • 

* t 

三國家 社 # 主義 

社會 民主々 義が 個人主義 的社會 主義で あり、 共産主義が 階級 主義 的社會 主義で 

あるのと 異り 、國 家社會 主義は 國家 主義 的社會 主義で ある。 それは 社 會哲學 とし 

ては國家主義を原理とし、政治形態としては超階級的獨裁制を主張するものであ 
る 0 

國家 主義の ィデ ォ p ギ—は 旣述の 全體 主義 的國家 論を 基礎と する。 卽ち阈 家を 
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以て 一民 族の 全 生活を 包容す る 本然 的全體 社會と 解し、® b 法律 生活の みならず 
宗敎 、道德 、經濟 等の 諸 生活 も亦國 家の 埒內に 於て 營 まる、 もので あり、 一民 族 
としての 文化 及傳統 は、 それ •か 國家た る ことによ つて 最も 良く 育成 保全され る も 
のと 見る。 所謂 文化 國 家なる 槪念 はこれ から 生まれる ので あつて、 一民 族に 獨自 
の 文化 及傳統 は國 家に 依存す るの みならず、 國家 たる ことによ o ての み 進步發 達 
せしめる こと •かで きる。 從 つて 國 家は 個人 や 一階 級の 福利の ために、 その 手段と 
して 利用され る ものでは なく、 個人 や 階級を 超越した る全脸 のために 存立し、 常 
に 全體の 福利を 追求し •つ、 ある ものである。 ^ 家と 個人との 關 係は 恰も 有機 鱧の 
全禮と分子との關係に類似するものであ 0 て、個人は阈家を離れてはその福利を 
增 iiHr る ことができない のは 勿論、 その 生存す らも これを 維持す る ことが 困難で 
ある。 階級 も 亦同樣 であつ て、 たと a 諸 階級 •か 對 立して 鬪爭を 演ずる としても、 
それ 等が ー國 家の 中に 共存して、 自然 必然的に 結合され てを る ことの 否定で きな 
い 以上は、 國 家の 中に 育成され る 文化と 傳統 とは 全國 民の 共同の 資產 であり、 共 
同の 誇りで も あるから、 若し 他の 國家 •かこれ を 侵害し よぅとす るなら ば、 全國民 
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は その 階級 的 所屬の 異同を 問は ず、 一致 協力して これを 防衞 しょぅと する 本能 的 
衝動を感ずるのである。過去の歷史に徵しても、平素互に反目鬪爭しつ、ある諸 
階級が、 一朝 外國の 侵略を 受 くる や 否や、 忽ち 和合して 祖國 のために 協力す るに 
至る 例の 多い のは 畢竟 これが ためで^!/ V ル キジ ストは 國家を 以て 階級 壓制機 
關と 解す る •かゆ ^ に、 愛國 心を 以て 愚 味なる 威 情で あると し、 a たす ら無產 階級 
の阈 際的阐 結を 强調 する けれども、 併し それは 國 家と 政府と を槪念 的に 混同す る 
ことから起る誤謬である、成程政府は墟々1階級の道具となつて他階級を懕制す 
る 場合は あるが、 併し それは 政府の 罪で あつて 阈家 の與 b 知る ところではな いの 
である。 政府は 一箇の 法的 統制 機關 に過ぎない けれども、 國家 はいかなる 竞睐に 
於ても 機關で はない。 一民 族から 成る ところの 本然 社會が 自己 統制 機關 としての 
政府を 樹立した 時に" それ •か 國家 と改稱 される ので ある。 例へ ば 日本 民族は その 
中心的 代表者と しての 神武 天皇 ♦か 中央政府を 大和に 建設され た 時に、 日本 國家と 
なつた ので ある。 だから 民族と 國 家と を區 別すべき 要點は 政府の 有無に あるので 
あつて、 政府を 有する こと •か 國家 成立の 必須 條件 では あるけれ ども、 併し 政府 卽 
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國家で は 決してない。 譬へば 敎師の 存在す る こ i •か 學校 存立の 必須 條件 では ある 
けれども、 敎 師卽學 校では ない のと 同樣で ある。 だから 政府は 時として 國 家の 利 
益に 反する やうな 行動を 取る ことは あるけれ ども、 併し それは 政府が 惡 いので あ 
つて、國家が惡いからではない。マグキシストが國家を以て階級壓制機關である 
とする のは、 つまり 彼等が 0 家と 政府と を 同一視す るからで ある。 この 意味に 於 
て 個人主義 的國家 論者 も 亦 同じ 誤 b を 犯す ものと 言 a 得る。 何とな れば 彼等は マ 
斤 キシ ストの 如く 0 家を 階級 壓 制檐關 とは 見ない にしても、 それを m なる 法律 的 
組織と 解し、 强 いて 國 家を 民族的 本然 社會か ら 遊離せ しめ、 能 ふ 限う 國 家の 權威 
を 低下せ しめょう 4圓り つ、 あるから でめる。 乃ち 彼等は 國 家ょりも 優越 的 地位 
にある 一社 會の 存在を 假定 し、 その 社 會に屬 する 個々 人の 顧 利 擁護の 一手 段 或は 
I 機關 として 國 家を 見る もので あつて、 國 家の 主人を 國 家の外に 求める 點に 於て 
マルキシストと その 挟を 一にす るので ある。 

反して 吾々 e 義的國 家 論者は、 國 家は 他の 何者の 手段で も播 
關でもなく、それ自趙のために存立するー箇の本然社會、全體社會であつて、あ 
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ら ゆる 個人 や 階級は 國 家の 中に 包容され てを り、 あらゆる 社 # 生活は 國 家の 中に 
營 まれて をる と 解す るので ある。 從 つてす ベての 個人 及 階級は 國 家の 犧牲に 於て 
その 私利を 圖る ♦か 如き 行動を なすことは 許されない。 否反對 に、 すべての 個人 及 
階級は 國 家に 對 して 常に 從屬的 地位に 立ち、 當然國 家の ために 奉仕すべき であ 
り、國家の必要のためには進んで犧牲を拂ふべきものである。いかなる場合 |: 於 
ても國 家の 利益に 反する 個人 や 階級の 利益を 認容すべき でない。 それ 等の もの、 
利益は B 家の 利益. と 調和す る 限りに 於て 許さるべき もので あつて、 若し さぅ でな 
い 限りは 斷然 これを 排斥すべき であると いふの が國家 主義の ィデ ォ B ギ丨 であ 

かくの 如き 國家 主義は 全體 主義 的國家 論を 前提と しての み 成立す る ことので き 
るィデォ.ロギ|である。若し吾々が個人主義的國家論若しくは階級主義的阏家論 
を 採るならば、 國家は 吾々 •か 個人と して 或は 一階 級と しての 利益を 追求す るた め 
の 軍なる 手段に 過ぎない ので あるから、 個人 や 階級が 國 家の 主人で あつて 阈家 
が個人や階級の主人ではない。國家が個人や階級に奉仕すべきものであつて、個 
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人 や 階級が 國 家に 奉仕すべき 理由は ない。 つまり それ 等の ものは 自己の 利益に 最 
も 適合す る 方法と 限度と に 於て 國 家を 利用し 換縱 しさへ すれば ょいので ある。 個 
人 や 階級は 國家が 利用 價 値を 有する 限りに 於て それを 保持し # 重す るでは あらぅ 
•か、 併し それは 恰も 牛馬 ♦か 農業 生産に 有効なる 手段で あると いふ 理由で、 それを 
保持し 尊重す るのと 同樣で あつて、 個人 や 階級が 進んで 國 家に 奉仕し、 國 家の 必 
要の ためには 犧 牲を拂 ふべき であると いふ 國家 主義 的 ィデ ォ P ギーは 成立し 得な 
いこ i になる ので ある。 

'以上 私は 國家 主義の 意義に ついて 說 明した が、 國 家社會 主義は 畢竟 この 阈 家主 
義を 原理と すると ころ の— 社 會主義 であ る 0 國家 主義は I つの 社 會哲學 であつ て、 
それは 政治 上に も、 道德 上に も、 敎育上 にも、 宗敎 上に も、 適用 さるべき もので 
あるが、 それを 經濟 上に 適用す る 時に 國家 社會 主義と なる ので ある。 卽ち國 家主 
義の 光に 照らして 資本主義を 批判す るなら ば、 それが 本来 個人主義に 立脚す る經 
濟 機構で あるが ために、 營利 主義と 自由放任 主義と に蠢 毒され、 放慢 なる 自由 競 
爭が 展開され 、産業 的 無政府 狀 態を 誘致し、 莫大なる 資本と 勞働 力と が 無意義に 
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浪費され、 貧富の 懸隔は 增大 し、 階級 鬪爭は 激化し" 財閥は 橫暴を 逞し く^ ^黨 
閥 i 利權 漁りに 沒 頭し、 团民的 協働は 至難に 陷つ て" 國家の 前途 測り 知る ベから 
ざるに 至つ た。 これ 主として 資本主義の 本質に 基く 缺陷 の然 らしめ ると ころで あ 
るから、 斷然 これを 排除す るた めに 重要 諸產 業を 國有 とし、 營利 主義と 自由放任 
主義と を 廢棄 して、 國家 @ 經濟を 確立す V きで あると 主^^^ 主 
からこれ は 個人 や 階級の 利益ょりも 國 家の 利益を 至上と する 國 家主 
|| の 名 こ t o r 窨浅耍 农 さる べ き全澧主義的經濟機構で ある。 言 a か へれば それ 
は社會 民主 ❖義や 共産主義の 如く 無產 階級の 利益の ために 要求され る%# 主義で 
はなく、 國 家の 利益の ために 要求され ると ころの 社會 主義で ある。、 從 つて それは 
理論 上 無產港 級 運動た るべき ものでは なくして 國民 運動た るべき ものである。 い 
やしく も國 家に 忠實で tml 資本 蠢 S 奮 痛感す* 者は、 階級 や 職業の 如何 
を 問は ず國 家社會 主義者と なつて その 實現に 笏 力す るの •か 當然 である。 

國 家社會 主義® 要求す る 政治 形態は 民棄義 で— く 又 無産階級 置 制で もな 
くして、超陪級的 « 裁制である。超暗級的獨裁制とはファッシズムの政治理論 {: 
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於け る 精英 ( (6' lite) 政治と 略 その 意義を 同じく する もので あって、 っまり 國民中 
道 德及理 智に 於て 最も 傑れ 且 階級 的 利害を 超越して 國 家に 奉仕す る 熱情と 實 力と 
を 有する 者の 一群が 政權 を永績 的に 掌握して、 全國 民を 指導 統制す る ことで ある 0 
@ しかくの 如き 政治 形態の 實現 は、 ゎ •か 日本に 關 する 限 り、 それが 天皇の 大權の 
發動 に 依らなければ ならぬ ことは 勿論で ある •か、 併し それは 必ずしも 帝阈浚 法の 
中止 又は 改正を 必要と する ものでは ない ^憲法附腿の諸法令を適當に改正するこ. 
とに ょって 目的は 達せられる ので あ 所謂 憲政 常道 式の 政黨 政治は 當然廢 止さ 
れなければならルとしても、選擧法を根本的に改正しさへすれば、帝國韻#の存 
績は敢 て 妨げない ので ある 。「現に ソゲ K 1 ト聯 邦やフ アツ シヨ •ィ タリ-にも 選 
擧 制度と 或 種の 議會 とは 存在す るので あるから、 私 •かこ、 に獨裁 制と 言つ たと こ 
ろで、 それが 封 婕時 代の 專制 政治への 復歸を 意味す る ものと 卽斷 しては ならな 
い。 ^ は； 存の 民主々 義 的議铃 制度の 下に 於け る政黨 政治の 廢棄を 意味す る 
に 止まる ので ある 0• 民主々 義は 旣述の 如く 個人主義に 立脚す る もので あって、 個 
人の 人格は すべて 平等で あると いふ 觀 念を その ま、 政治 上に 矓用 した ものである 
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から、 各個 人の 道德及 理智の 優劣を 眼中に おかず、 又 知識、 才能、 經驗の 多少を 
無視して、すべての者に參政權を賦與し、ー切の問題を單なる ^ 數の多少にょつ 
て 決定す ると ころの 政治 形態を 構成す るに 至つ たので ある 。だから 勢 a それは 衆 
愚政治 |: 墮し、大衆を欺瞞し誘惑心又は煽動することに巧みなるデマゴ|グが常 
に 政權を 掌握す る ことにな り 易い ので ある。 しかの みならず 民主々 義の 下に 於て 
は、 過去の 經驗の 示す が 如く、 無責任なる 空論 橫議が 盛に 行 はれ 〔且 政權爭 奪に 
のみ 腐心す る 數政黨 の 對立抗 爭を來 たし、 政局は 斷ぇ ず動搖 して、 確固たる 決总 
を 以て 國 策を 遂行す るに 珙 ふる 永績 的な 政府を 樹立す る ことは 極めて 困難で あ 
る。 從 つて 太平 無事の 日に 於て は、 民主々 義 的議會 政治 も 必ずしも 不可と しない 
が、 所謂 非常時に 於て は 頗る 能率の 擧ら ない 制度で あつて、 古來 いづれ の 國に於 
て も、 國 家の 重大なる 轉換 期に 於て は、 必ず 獨裁 政治が 行 はれた のは これが ため 
である。 いぅい ふ 理由から 國 家社會 主 義は 民主々 義 的議會 政治を 排斥して 獨裁政 
する^ 主義の 如く 無産階級 獨裁 政治では 決し 
てな く、 泡く まで も 超 階級 的卽 ち® 民 的獨裁 政治を 意味す る。 そ 3 & 象 社會主 
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赛の 特徵が 存す るので あ ^ 
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める ことを 指す ので ある。 例へぱ 吾 ^ の飮 食物は、 吾 令が それを 嚥み 下す と 同時 
に その物自體がもってゐた經濟上の愤値は消滅するのである。勿論その代りに 
吾々 の身體 G 雲が 增す Q では t か、 併し 人間の 备は 財物では ないから、 资 
養が 增し茇 ら丄 5 て、 經濟上 S 値 •か 生じた ことには f ない。 乃ち 吾々 •か 
生活す るた めに 飮 食物を 攝 取す る度每 に、 或 分量の 財物の 價 値は 消滅す るので あ 
る。 攝 取され る 前の 飲食物は、 それが 人間の 生活 上 必要 f 財物で t とい ふ理 
由で愤値をもってゐるが、攝取された後は最早財物ではなく、人趦の血となり肉 
となってしまふ？あるから、財物としての價値は最早存在しない0卽ちその值 
値は 滅 失した ので ある。 

衣服 や 家屋 や 什器の やぅな 財物は、 飲食物の やぅに 卽 座に その價 値を 滅 失する 
ことは ない。 數年 乃至 數十 年に 亘って 生活 上に 利用され ながら 尙且 固有の 形體を 
維持してをる物も少くない。それでもやは6之等の財物は使用するに從つて多少 
づ 、固有の 價 値を 減少して 行く ので ある。 そして 幾年 かの 後には、 最早 使用に 堪 
へな くな つて 廢棄 される ので ある 0 
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右の 如く 吾 令が 生活 上 必要と する 財物で あつて、 これを 使用す るに 從 つて^^ 
價 M を 消滅 又は 减少 せしめる 作用を 消費と 呼び、 消費す る 目的を 以て 所有 さいる 
財產を 消费的 財産、 略して 消費財と 呼ぶ ので ある。 

然るに 生産財は 畫 的財產 の略稱 であつ て、 こ S 新に 愤 値を 增植 して 行く た 
めに 利用され る 財物を 指す ので ある。 卑近な 例を 引けば 吾々 が 豚を 飼つ てゐ ると 
する。 この 膝には® を與 へなければ— ぬ。 然るに この® は 一つの 財物で あつ 
て、豚にこれを與へると同時にその財物の價値は消滅する。この點に於ては人問 
の飮食 物と 全く 同？ る。 だ •かこ、 に 忘れて f なぃ 重？ 差別は、 人間は 財 
物で 主 ^: 、、 か、 豕は 財 物で あると いふ ことで ある。 そして この 膝は ® を與 へられ 
る ことにょ つ て肥滿 し、 その 財物と しての 價 値を 增 加して 行く ので ある。 乃ち 吾 
+ •か 豚に 餌を 與 へる 度每 に、餌その物の價値は滅失するに相違なぃが、それと冏 
時に膝の頃健が曾大するのである。吾々は膝の愤値を增大せしめるための必要紙 
•くべ からざる 手段と して 餌の 價 値を 滅 失せし める ので あつて、 人間の 飮 食物の 如 
く、 吾々 の身體 を營養 し、 生活を 維持す るた めに その 價 値を 滅 失せし める のとは 
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違 ふので ある。 

それと 同様に、 蠢の 使用す る揪や 勘、 大工の 使用す る雜や 整、 あらゆる 稀 類 
の 工場 機械 等 も、 膝の 餌の 如く 卽 座に その 價 値を 滅 失せし める ことは ない が、 
併し 數年 乃至 數十 年の 問には 次第に その 價 値を 減少して 行？、 遂には 廢物 とな 
つてし まふので I 。 だが それが 廢 物と なる までに、 多くの 農産物、 蠢 、諸湩 
の 工業製品を 造り 出して、 新しい 價値 を增 m する ので ある。 

右の 如く 新しい 愤 値を 造り 出す 作用を 生産と 呼び、 その 唐の ために 必要と さ 
れる 財物を 生産 的 財産、 略して 生產 財と 呼ぶ ので ある。 

右の 說 明で 消費財と 生産財 i の 經濟學 上の 差別は 會 得された 答で ある。 

ニ 私有た るべき 消費財 

そこで 最初の 問題に 立ち かへ るが、 I 社會 主義は 原則として 消費財の 私有は 
從來 通り これを 存績し 1 る もので ある。 卽ち國 民 各 ¢1 が— 生 5 上 消費し 
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なければ ならない 財物は その 私有を 認める ので ある。 衣食住の 如き 基本的な 生活 
資料は 勿論で あるが、 時計と か、 修養 又は 娛樂 用の 圃書 とか、 その他 日常生活 上 
必要なる 家具、 什器の 類は すべて 消费 財で あるから、 これを 私有せ しめる ことは 
ー向さしつかへないのみならず、さぅいふ物すら私有を許されないとなると、吾 
冷は 牢獄に 入つ てゐ るのと 大差ない ほどの 不自由を 感じなければ ならぬ ことにな 
るから、 そんな 生活は 到底 吾々 の瑙へ 得る ところではない ので ある。 

併し これは 原則で あつて、 消费 財なら ば 何でも 彼で も 無制限に 私有を 許して ょ 
いかと いふに、 さぅ は 行かない。 或 程度の 制限は どぅしても 必要で ある。 國家社 
會主義 は國家 の 有する 常の 全體を 公平に 全國 民に 分配す る ことを 目的と する もの 
である。 だが 謂 ふところの 「公平」 とは 「均等」 とい ふ 意味では 決してない。 性、 年 
齢、 社 會的 地位、 職業、 健康 狀態 、家族の 員數 等に 應 じて、 各自の 必要と する 消 
费 財の 數量 、品質は 千 差 萬 別で あるから、 この 必要の 程度に 應 じて 過不足な く 分 
配す るの が、 私の 所謂 公平なる 分配で ある。 だから 理智 、道徳、 才能、 功績に 於て 
優れてをる者が貧弱なる生活を營み、劣つてをる者が却 0 て富裕なる生活を眘む 
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とい ふが 如き 現 社 會の狀 態は 是非とも 矯正され なくて はならぬ。 又 住宅 敷地の 狹 
隘な 大都市に 於て、 或 者が 廣大 なる 庭園を 設ける とか、 又 農業 上 必要なる 土地 •か 
或少數 者の 享樂 のために 不生産的に 利用され ると か" 又學 問及藝 術の 硏究上 有用 
なる 參考品 •か 或 者に ょつ て死藏 される とかい ふやうな 狀 態は、 國利 民福と 一致し 
ない ものであるから 、か、 る 弊害を 排除す るた めに 適當な る 方法を 講じる こと 
は、どうしても必要である。要するに國家社會主義は衍费財の私財を楚認するが、 
併し 私有 さるべき 財産は 各自の 現實的 必要の 程度を 超過して はならない こと、 並 
に その； 3? 有が 公益に 反して はならない ことを 條件 とする ものである。 勿論 國民全 
體が 十分 その 必要を 充 たして、 しかも 尙 その上に 餘剩の 財物 •か ある 場合には、 特 
にそれを國家に功勞のあつた者に頒與してもさしつかへないが、併しさういふ財 
物を 子孫に 相績 せしめたり、 又隨 意に 賣 買したり すると、 やはり 右に 擧げ たやう 
な 弊害の 生ずる 處が あるから、 國 家は 成るべく さう いふ 事を 避けた 方が ょいので 
ある。 現に 大 化の 改新の 如きは、 一種の 國 家社會 主義で あつて、 「普 天の下 王土に 
あらざる なく、 率土の 濱王臣 にあらざる なし」 の 原則の 下に、 全國の 土地を 阈 有と 
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し、各戶の家族數に應じて班田し、六年每に戶ロ調査を行つて、これを收授する 
制度を 敷いた ので あるが、 その 趣旨は 明かに 國 民の 生活 上 必要の 程度に 應 じて 過 
不足な きこと を 目標と したので ある。 然るに 久しから ずして この 制度が 破壊され 
た 最大の 原因は、 右の 如き 必要の 程度 以上に、 或少數 者に 對し 位田、 功田、 職 田 
等を 下賜し、 しかも それを 世襲 財產 とする ことを 許された からで ある。 それが 後 
に 所謂 莊園 なる ものに 化して、 國有 地の 中に 多數の 私有地が 介在し、 しかも その 
私有地が 次第に 擗 大して 國民 一般に 班田すべき 國有 地が 非常に 狭隘に なつた こと 
が、 大 化の 改新を 實行 不可能に 稻 らしめ た 原因 だつ たので ある。 かくの 如き 先例 
も あるので あるから、 國 家社會 主義の 下に 於け る 私有 消费 財の 限度は 「必要の 程 
度」 を 標準と する ことが 缺ぐ •へからざる 要件で ある。 尤も 必要の 程度を 個人々 令 
につき 嚴密に 決定す る ことは 容易の 業で ないから、 實際上 多少の 過不足が 起る の 
は 已むを得ないが、 併し 今日の 社會に 於け るが 如く、 誰の 眼に も 明白な 不合理 不 
公平なる 分配を 矯正す る ことは 決して 難事では ない ので ある。 
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三 私有を 廢す べき 生産財 (資本 及 土地〕 

上述の 如き 制限の 下に 原則として 消費財の 私有は これを 認める。 然らば 次に 生 
產 財は 如何と いふに、 それを 說く 前に 先づ 明らかにして おかなければ ならぬ こと 
は、 生産財に 二種 ある ことで ある。 1 0 は 生産に 利用され る 財物では あるが、 併 
し營 利の 目的には 供され ない もの、 他の 一つは 生産に 利用され ると 同時に 罃 利の 
目的に 供され る ものである。 前者を 私は 非 營利的 生産財と 名付け、 後者を ^ 利 的 
生産財と 名付ける。 

そも< 營利 とは 何ぞ や。 營 利とは 單に收 入と か 所得と かいふのと は 違 ふ。 そ 
れは 自己の 有する 貨幣 又は 有價 物を 或 事業に 投じて その 貨幣 又は 有愤 物を 增殖す 
る 作用を いふので ある。 例へ ば 甲なる 者 •か 一 萬圆の 金を 所持して をる。 そして そ 
れを 元手と して 製絲 工場を 經營す る。 そして それに 必要な 蒈業费 や 自分の 生活 费 
を 差 引いて 尙每年 平均 千圆づ 、の 利益を 得、 十 年の 後に 彼の 財産を ニ萬圓 に 達せ 
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しめたと する。 その 場合の 甲は 營 利を 目的と して 製絲 工場を 設置した ので あり、 
その 工場は 生產 手段で あると 同時に 營利 手段で も あるので ある。 卽 ちそれ は昝利 
的 生産財な ので ある。 ところが 乙なる 者は その 所得す る ー萬圆 の 金を 以て 一町 步 
の 田畑と 一頭の 牛と 若干の 農具と を 買 ひ、 農業を 開始す る。 そして その 農産物は 
自分の 家族の 食料に あて、 殘つた 部分は 賣却 する。 併し それにょ つて 得る 金は 肥 
料 代 や 被服 費や 税金 や 子供の 學 費に 使 はれて、 何年 經つて も 自分の 財産は 增 加し 
ない とする。 その 場合の 乙は 生活の ために 農業を 營ん でを るので あつて、 彼の 田 
畑は 生產 手段では あるが 營利 手段では ない。 卽 ちそれ は 非詧利 的生產 なので あ 

气 

右の例にょつて解るであらぅやぅに、同じ生產財であつても、生產そのものが 
目的では なしに、 營利 が眞の 目的で あつて、 た C その 目的を 達する ための 手段と 
して 生産に 利用され る 財物と、 自己の 生活 上の 必要を 充 たす ことが 目的で、 その 
目的を 達する ための 手段と して 生産に 利用され る 財物と ♦か あるので ある。 そして 
前者 卽ち營 利の 手段と して 利用され る 財物 だけを 經濟學 上 資本と 呼ぶ ので ある。 
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だから 同じ 生産財で あつても 非 營利的 性質の ものは 資本では なく、 營利的 性質の 
ものだけが資本なので 6 る。前の例で言へば、甲の所有に係る製絲エ場は資本で 
あるが、 乙の 所有に 係る 田畑は 資本では ない ので ある。 他の 例を 引くならば、 こ 
、に 丙 丁の ニつ の 造船 工場が あると する。 丙は 某 株式 會 社の 所有に 係り、 營 利を 
目的と して これを 經營 してを る。 丁は 海軍省の 管理に 屬し 、國 防を 目的と して こ 
れ を經營 してを る。 この場合に 丙 工場は 資本で ある •か" 丁 工場は 資本では ない の 
である。 

そこで 國 家社會 主義は 生産財の 全部の 私有を 禁じようと する ものでは なくし 
て、 營利的 生産財 卽 ち 資本 だけの 私有を 禁じようと する ものである 。何故 それを 
禁ずる 必要が あるかと いふ ことは、 私が r 國 家社會 主義 原理 J や 『 國 家社會 主義 
I 統制 經濟 j の 中で 詳しく 說 明した 通りで あるから、 こ、 に 繰り かへ す ことを 止 
める 。た v 附言して おかなければ ならぬ ことは、 土地 だけは、 たと a それ •か 消費 
財で あらう とも 生産財で あらう とも、 又 それが 資本 化されて ゐ ようと も、 ゐなか 
らうと も、 全部 その 私有を 禁ずる 必要が あると いふ ことで ある。 その 理由は r H 
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家社會 主義 原理 J の 第三 章 第二 節に 於て 述べて おいた 通り、 土地なる ものは 空氣 
と同樣 、人間の 生存 上 絕對的 必要物で あつて、 しかも 人力を 以て これを 增加 する 
ことの 不可能な ものであるから、 これを 國 民に 利用せ しめる には 最も 嚴 正なる 公 
平を 維持す る 必要が ある。 土地 以外の 財物は 人口の 增洳 や、 需要 故の 增 加に 應じ 
て、 その 供給 量を 增加 する ことができる から、 一時 不足を 訴 へる 者が あつても、 
間もなく これを 補充す る こと •かで きる けれども、 土地 だけは それ •かで きないので 
あるから、 若し 個人の 私有を 許す ことになると、 國民 各自の 必要に 順應 して 公平 
にこれ を 分配す ると いふ ことが 極めて 困難になる。 そこで これ だけは どうしても 
全體 的に 私有を 禁ずる 必要が あるので ある。 

農業 用地 以外は それで 良い としても、 農業 用地 だけは、 若し 私有を 禁止す るな 
らば、 農民は 地味の 培養を 怠り、 その 生産力を 荒廢 せしめる 結果に なりは せぬ か 
を處れ る 者 •か ある。 そこで 若し さう いふ 處れ •か あると すれば、 所有 權の 代う に、 
永績 的な 耕作 權 を賦與 する ことにすれば ょいと 思 ふ。 但し この 耕作 權が 所有 權化 
する ことを 防止す るた めに、 種々 なる 制限を 必要と する ことは、 旣に 述べた 通り 
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である。 C 國 家社會 主義 原理、 普及版、 一四 ニ 頁)。 

四—— 臺 資本# 參, 

以上、 國家 社# 主義の 下に 於て 私有を 禁ず V き 財 產の範 固を 述べた が、 尙 右の 
外に私有を禁じなければならない爾要な物が|つ殘つてゐる。それは卽ち金融資 
本で ある。 こ、 に 金融資本と いふのは 、生産財と いふ 性質を もたないで、 ^ 利の 
目的に 利用され てゐる 貨幣 又は 有價 證券の 類を 指す ので ある。 その 最も 好い 例は 
銀行の 財產で ある。 銀行は 何等の 生産を も營ん では ゐな いから、 その 有する 財 產 
は 生產 財では ない。 銀行は その 財産 卽ち拂 込 資本金 や 預金 や 積立金 や 有 偾 證券の 
類を 人に 贷 して 利子を 收 得する ことを 本務と してを る ものである 。從 o て 銀行の 
財產は 純然たる 罃利 手段で あるから、 それは 立派な 資本で ある。 それと 同様に 言 
託 會社や 保險會 社の 如き も 何等の 生産を も營ま ないで 營 利を 目的と して 活： a して 
をる ものであるから、 その 財產 はやは 6 資本で ある。 かぅ いふ 種類の 資本を 嫌 g 
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して 金融資本と 呼ぶ ので ある。 

この 金融資本は 是非とも 私有を 禁止す る 必要 •か ある。 何故かと いふに、 現代の 
資本主義の 下に 於て、 最も 勢力を 有して をる 者が 實 1: 金融資本 家 だからで ある。 
勿論 金融資本 家の 中に も 大小 多數 あるが、 その 總 元締と もい ふべき 大 銀 行は 比較 
的 少數で 、多数の 小 銀行は 少 數の大 銀行から 融通を 受け、 中小 商工業者 や 農民は 
この 小 銀行から 更に 融通を 受ける ので あるから、 國民が 血と 汗と を 絞つ て 稼いだ 
金の 中から 支拂ふ 利子は、 いろ <な 人の 手を くくって 結局 大鈒 行の 金庫に 集中 
され、 その 大 銀行を 支配して をる 大 資本家の 懷を 肥やす ことになるので ある。 今 
試に昭和六年十ニ月末に於ける左記八大銀行の拂込資本金と、冏年下期純益金 
(前期 繰越 金を 含む) とを 示せば 次の 通りで ある。 

. 資本金 純益 金 
日本銀行 四 五、 〇〇〇、〇〇〇 九、 九 ◦ニ、 五 九 一 
勘 業 銀行 八 四、 六 ニ 六、 〇 六 三 1 〇、 三 六！、 ニニ 五 
正金銀行 一 〇〇、〇〇〇"〇0〇 一 〇、 九 七 七、 八 七 六 
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三 井 銀行 六 〇、0〇〇"〇〇〇 四、 五 九 三、 七 四 ニ 
三菱 銀行 六 ニ、 五 〇〇、〇〇0 五、 九 七 一、 七 九 〇 
安田 銀行 九 ニ、 七 五 〇、〇0〇 八、 五八 八、 四 ニ 八 
住友銀行 五 〇、〇〇〇、〇〇〇 四、 四 五 〇、 五 五六 
第一 銀行 五 七、 五 〇〇、〇〇〇 四、 五六 九、 七 九 七 
計 五 五 ニ、 三 七 六、 〇 六 三 五 九、 四 I 六、 〇〇 五 
卽ちこの八大銀行だけで約五億 - 3 £ 千萬圆の金融資本に對し、僅か半ヶ年の間に 
約 六 千 萬圓の 純益を 擧げ てを るので ある。 昭和 六 年の 下期と いへ ば、 全國の あら 
ゆる產業が沈衰の極に達し、幾千萬人の勤勞階級が锇死線上に彷徨してをつた時 
期で ある。 それで あるのに 大金 融資 本家 だけは 右の 如き 莫大な 利益を 收め たので 
ある。 彼等は 自身 何等の 生産を も 行は ない。 言 a か へれば 阈 民の 生活 資料を 豊富 
ならしめ るた めに 必要なる 財物を 造 6 出す ことには 寸 毫も 努力し ないで、 た V 生 
產に從 事して をる 人 今に 金を 貸して 利子を 取る こと だけを 目的と してを るので あ 
る。 尤も 金融資本 家の 側から 言へ ば、 おれたちが 金を 貸して やる からこ そ 產業も 



度 籾 邃 财有 私と 義主會 社家 _ 



成り立 0 のではない炉。つまり1國の產業はおれたちのおかげで繁榮して行くの 
だと。 だが 併し 金を 借りる 方の 側から 言へ ば、 おれたちが 金を 借りて 利子を 拂つ 
て やる からこ そ 銀行の 商賣も 立ち行き、 お まへ たち も凉 しい 顔を して をれ るので 
はないかと。つまり双方の言以分妓五分五分である。だが吾令の忘れてならない 
ことは、 金融資本 家は H 利 民福を 增進 する ために 銀行業を 營んで ゐ るので はなく、 
專ら營利を目的としてをるものだといふことである。だから國家的兑地からいか 
に 必要な 產業で あつても、 これに 金を 貸して 確に 儲かる とい ふ 見込がなければ、 
銀行は 決して 資本を 融通し ない。 又 融通す るに しても、 利子は できるだけ 高く、 
擔保 はでき る だけ 餘計 取らう とする から、 この 銀行の 要求に 從つ てゐ ては 成 b 立 
つ 產業も 成り立ち 得ない とい ふやうな 場合が 極めて 多い ので ある。 だから 現在の 
日本でも、銀行から高利の借金があるために、利益は皆銀行に取り立てられてし 
まつて、 使用人の 給料 賃金 も 碌に 拂へ ない とい ふやうな 窮境に 陷 つて ゐる 中小 商 
工業 者 や 農民が 非常に 多い ので ある。 つまり 彼等は 金融資本 家に 奉仕す るた めに 
汗水を 流して をる 狀態 だと 言つ て もょ いので ある。 これは 勿論 日本 ばかう の狀態 
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ではなく、 各國 とも ほ 一-同 樣で ある。 だから 經濟學 者は 現代を 金融資本 主義の 時 
代で あると いふので ある。 その 意味は 一 國經濟 の 覇權が 少数の 大金 融資 本家の 掌 
中にあつて、商エ業者も勞働者農民も、直接間接にその支配を受けてをるとぃふ 
ことなので める。 

だから 國 家社會 主義は、 右の 如き 金融資本を 少數の 財閥に 私有せ しめ、 その 營 
利 目的に のみ 利用せ しめる こと •か 國利 民福と 到底 一致し ない ことを 認め、 その 私 
有を 禁止す る ことが 最も 肝要で あると 主張す るので ある。 

以上 述べ 來 つ たと ころを 總括 すると、 國家社 會 主義の 下に 廢止 さるべき 私有 財 
產の範 固は 明白と なる。 卽ち 資本と 土地で ある。 そして 資本は 金融資本と 生產資 
本(營利的生產財)との兩者を含ひのである。だからそれ以外の財產卽ち消费財 
と 非營利 的 生産財とは 依然として その 私有を 認める ので ある。 

私有を 廢止 した 財産は 悉く これを 國有 とすべき かとい ふに、 必ずしも さ 

う でな 

い。土地は當然國有たるべきものであるが、資本は國民全趦の經濟生活に影響す 
る 重要な もの だけを 國有 とし、 或 一地 方の 住民 だけにし か關 係の ないやぅな もの 
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は府縣 市町村の 如き 自治 體の 公有に する ので ある。 例へ ば電 M 、 金 猫、 石炭、 石 
油、 山林、 鐵道 、大船 舶 、轿績 、生絲 、織物、 砂糖、 人造肥料、 酒、 麥粉 、重要 
水産物、 建築 材料、 重要 機械、 鹽 、煙草、 紙 等の 如き 生産 資本は 國有 とすべき で 
ある •か、 電燈 、瓦斯、 水道、 電車、. 自動車、 小船 舶 、小 工業、 百貨店、 劇場、 旅 
館 等に 對 する 資本は、 或は 府縣 有で あ b 或は 市町村 有で あつて さしつ かへ ない。 
金融資本は すべて これを 國有 とする 必要が ある。 但し 國家社 會 主義は 窮極に 於て 
貨幣 經 濟の廢 止を 目的と する ものであるから、 若し その 時期に 到達したならば、 
金融資本なる ものは 自然に 消滅す るので ある。 

五 株式 會社 の廢止 

上記の 如き 資本の 國有 又は 公有を 實施 する 方法と して、 撤底 的では ない •か、 最 
も 簡便な 方法は 會 社なる ものを すべて 廢止 する ことで ある。 現在 我國 にどれ くら 
ゐの會 社が あるかと いふに、 株式會 社が 約 I 萬 八 千で" その 拂込 資本金 •か 約 百 十 
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億圓 、合 名 及 合資 會社が 約 ニ 萬 五 百で、 その 出資金 •か 約 十九 億圓で ある 〇 ところ 
が 會 社なる ものは 本來純 粹に營 利を 目的と して 設立され る もので、 營 利を 目的と 
しない 團體は r 會 社」 なる 名 稱を附 ける ことを 許されない ので ある。 殊に 最も 重 
要な 地位を 占めて をる のが 株式# 社であって、 前記の 如く 我國の 會社 資本金 總額 
の 八 割 以上は 株式 會 社に 集中され てを る。 しかも その 金額は 現在 •の 阈有 財産の 總 
額ょりも 遙に 大きい ので ある。 今 試に 國有 財産を 所轄 各 宵 別に 示す I 左の 通 りで 
ある。 

鐵 
海 

農 
陸 
內 

大 
文 



道 省 ニ、 三 ニ 四、 四 六 ニ、 〇〇0 
軍 省 一、 三 五 七、 四 〇 九、 〇〇〇 
林 省 一、 ニ 〇 三、 九九 七、 〇〇〇 
軍 省 八 八 五、 九 三 一、 〇〇〇 
務 省 七五三、 五 五 四、 〇〇〇 
液. 省 六 ニ 四、 四 ニ 四、 〇〇〇 
部 省 三 四 〇、 三 〇 七、 〇〇0 
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遞信省 三 三 0 、八 九 八、 〇〇〇 
商工 省 一七 三、 一六 一 、〇〇〇 
司法 省 九 三、 四 七 八、 〇〇〇 
外務省 ニ 三、 四 五 五、 〇〇〇 
拓務省 三 一 1 、〇〇〇 
合 計 八、 一一 一、 三 八 六、 〇〇〇 
右 表の 如く 國有財 產の雉 額は 約 八十 一億 圓で あるが、 株式 會 社の 拂込 資本金は 
百 十億 圓であ るから、 二十 九 億圓だ け 多い わけで ある。 そして これらの 株式 會社 
は 銀行、 信託、 保險 等の 金融資本は 勿論、 重要なる 生産 資本の 殆ど 全部を 支配し 
てを るので あつて、 我國 民の 生活 資料は 直接に か 間接に か 株式 會 社の 手を 經 由し 
ないで 仅得 する ことは できない 狀態 にある ので ある。 實に 現代は 株式 會社 全盛 時 
代で あつて、 國 家の 經涛 問題の 大勢を 支配し、 國 民の 經濟 生活の 安否を 左右す る 
ものは株式會社であると言つても過言ではないのである。ところがこの株式 # 社 
なるものは純然たる營利主義にょつて肝畫管理されてをるものであつて、その成 



策 義主 曾肚家 _ 



綾の 良否は 專ら 利益 金の 多少に ょつ て 決定され るので ある。 だから こそ眘 利 主義 
を根本要索とする資本主義の發達は必ず株式會社の發達を伴ふものであ 0 て、株 
式會 社なる ものは 資本主義 的 ィデ ォ P ギーの 具體的 表現で あると 認 If べき ものな 
のである。かぅいふ理由からしても株式會秕は當然資本主義と運命を共にすべき 
もので あつて、 資本主義を 廢止 する 方法と して 第一に 着手すべき ことは 株式 會社 
の廢 止で ある。 それと 同時に 合 名 及 合資 會社 も、 規模は 小さい が營利 主義た る點 
に 於て 株式 會 社と 同一で あるから、 併せて 廢止 する 必要が あるので ある。 勿論 國 
家社會 主義は 獨 り 會社に 止まらず、 組合 事業で も、 個人 事業で も 一切の 營利 主義 
を根絕 する ことを 目的と する ものでは あるが、 その赏 行に 當 つては 先づ 以て # 社 
から 着手す るの が 順序 だとい ふので ある。 殊に 株式# 社は 財 產目錄 や 贷借對 照 表 
や 株主 名簿が 公表され てゐ るから、 どぅい ふ 方法で これを 廢止 する にしても、 そ 
の 手續が 比較的 簡單に 行 はれる とい ふ 便宜 も あるので ある。 ✓ 
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六私有鏖土後の管理 

土地 及 資本の 私有 廢 止の 方法は、 無償 徵收か "任意 上納 か 或は 强制 H 收か とい 
ふ 重要 問題が 考慮され なければ ならぬ が、 今 その 問題には 觸れ ずに おく。 

た <國有又は公有 '|: 移された後の土地及資本は、從來の國有地の管理や官營事 
業、 公營 事業の 綷營の 如く、 所謂 官僚 的 支配の 下に おかれて はならない ことを 明 
にしておく 必要が ある。 國 家社會 主義を 非難す る 者は 往 々それが 官僚政治の 谈大 
强化 に過ぎないと いふ。 だ •か 事實は 反對で ある。 國 家社會 主義の 實 行には 絶大な 
る 中央 權 力の 確立を 必要と する ことは 言 ふまで もない が、 併し その 權 力を 今日の 
如き 官僚の 手に I 任しょぅと いふので は 決してない。 その 權カを 何人が 有し 又い 
かなる 方法に ょつ て發 動せ し if べき かは、 別に 決定 さるべき 問題に 屬す るので あ 
る。 その 詳細なる 具體 案は 今後の 硏究に まつべき ものである •か、 たで 國家 社會主 
義は 官僚政治 又は 官治 主義の 別名で あると いふ やぅな 淺薄な デマを 飛ばす こと だ 



¢1 





策 論 義主會 社家 H 



けは 御免を 蒙りたい ので ある。 

尙 最後に 一言 讀 者の 注意を 促したい ことは、. 國 家社會 主義の 實施 について、 
餘 りに 微に 入り 細を 穿つ やぅな 質問を されて は 困る とい ふこと である。 吾 令 •か 國 
家社會 主義の 根本 理論を 正確に 把提 する ことは 何ょりも 肝要で あ り、 又 その货 行 
に關 する 基本的 要件 (例へ ば 土地 及 資本の 私有 廢止 とい ふが 如き) だけは 確固 不 
拔なものとして決定しておくことは必要で .4> るが、實際にそれを赏現して行くた 
めの 順序、 方法、 手績 まで も 詳細に 豫定 して おく ことは 困難で あるし 又 無用で も 
あるのである。社會は生き物であ 0 て、政治的、經濟的狀勢は日々月 4- 變化流動 
してを る ものであるから、 今日の 狀 勢を 基礎と して 豫定 された 方法は、 明日に な 
れば 最早 適當で ない とい ふやぅな ことにな り舄 い。 だから 要するに その 時々 の 現 
實的狀勢に順應して最も有効にして且最も可能なる途を選むほかはないのであ 
る。 これは 決して 日和見主義では ない。 明確なる 理論と 目的との 上に 立つ て、 姐 
機應 變の處 置を 取る ことは、 あらゆる 社會 運動に 於て 必要 缺くべ からざる 手段で 
ある。 殊に 一國 家の 經濟的 改造と いふが 如き 大事 業は、 到底 一朝一夕に 行は るべ 
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き 普の もので なく、 少 くも その 完成までに は數十 年を 要する と 見なければ ならぬ 
ので あるから、 その 未完成 期間に 於て は、 不徹底な 事 も 多々 あらぅ し、 又 多少の 
錯誤も犯すであらぅ。これは人間の仕事として已 1/ を得ないことである。だから 
國 家社會 主義の 實行に 關 する 詳細 衣る 具體 的計畫 を豫定 する ことは 至難で ある こ 
とを 諒され たいので ある。 
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第 四章國 家社會 主義 的 統制 經濟と 
資本主義 的 統制 經濟 

隹 

I 獨占的 結合に ょる 統制 

國 家社會 主義の 主張す る 統制 經濟が 何を 意味す るかは 私が 昨年 公に した 『岡 家 
社會 主義と 統制 經濟 J と 題す る パンフ レツ トに 於て、 その 要旨を つくした から、 
今は 再 論し ない。 た C こ、 に 問題に したいのは、 資本主義 的 統制 緙濟 である。 現 
に國 家社會 主義に 反對の 立場に ある 學者 、政治家、 資本家の 間に も、 統制 經濟の 
必要を 唱道し つ、 ある 人は 少くな いから、 私は それ 等の 統制 經濟論 •か 國家 社會主 
義の 統制 經濟 論と いかに 異る炉 を 明に し、 且それ に 若干の 批判を 加へ ょぅと 思 
ふ。 
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統制 經 濟は國 家社會 主義に よらなくても、 或 限界、 或 程度までは 實行 する こと 
がで きる。 併し それは 資本主義の 弊害を 排除す る ことができない ばか b か、 却 0 
て それを 助長す る ものである。 

非社命主義的統制經濟は次のニつ方法に於て實行し得る。ーつは資本家の獨占 
的 結合に よる もの、 他は 立法 行政 手段に よる もの これで ある。 資本家の 獨占的 結 
合は旣に各國の重要產業に於て行はれつ、あるヵ产テル及トラストがそれであつ 
て、 資本家 相互の 自由 競爭に 基く 生産過剰と、 市價 下落と による 彼等 共通の 担畨 
と、共倒れの危險から自らを救濟するために、同業者の協定によつて競爭を制限又 
は廢止し、或は生產數量を縮少し、或は生產品種を限定し、或は資價を釣上げ、 
或は 販賣區 域を 割當 て、 進んで は 資本を 併合す る 等の 方法に よつ て、 商品 市況を 
結合 體の獨 占 的 支配の 下に おく ものである。 だから 力， テル 及 トラストは いづれ 
も狨占 的 企業 結合と 呼ばれる ので あるが、 併し この 兩者 には 次の 相違が ある。 卽 
ち 力ぐ グルは 結合 體に 加盟す る 各 資本家 •か 名實 共に その 獨 立を 維持しながら、 た 
V •市況の 獨占的 支配と いふ 共同の 目的を 達する 手段と して 結合す る ものを い ひ、 
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トラストは 結合 體に 加盟す る 各 資本家* かその 外形に 於て は獨 立を 維持して をる か 
の 如くに 見せかけても、 內實に 於て は 資本を 合同し、 その罃 業を 中央 集權 的に 統 
一管 理する ものを いふので ある。 だから ヵルテルは 加盟 資本家 間の 契約 又は 協約 
にょつて成立するーつの聯合組織であつて、彼等の結合はその約定した條件の範 
圍內こ 於ての み 維持され るに 止まる ♦か、 トラストは これと 異 b 、 加盟 資本家が、 
たと ひ 法律 的 形式に 於て は獨 立を 裝つて も、 事實上 その 獨立を 放棄して、 全部 的 
且永績 的-- 同心 一趙 となる ものである。 從 つて ヵルテルは その 加盟者 各個の 利益 
を 本位と し、 それを 擁護す る 手段と して 組織され る ものであるが、 トラストは 全 
體の 利益を 本位と し、 各個の 利益は 全く その 手段た るに 過ぎない ものである。 又 
力 ルテルに 於て は 加盟者 各自が 平等の 發言權 と 自主 權とを 有し、 すべての 問題が 
協議に ょつ て 決定され る •か、 トラストに 於て は その 首腦 部が 全趙 に對 する 命令 權 
を 掌握し、 加盟者 各個は その 指揮 監杼 に服從 する ので ある。 

ヵ产テルとトラストとの差別 |: ついては此際これ以上述べる必要はないが、い 
づ n にしても 或 一國に 於け る 或 種の 產 業に 從事す る 主要なる 資本家の 全部 或は 大 



策 誠主會 社家 國 



部分が 力 产テル 又は トラストを 組織す るなら ば、 その 產 業に 關する 限り、 これ 等 
の結合趙が或程度まで統制カを發揮するに至ることは確かである。尤もこの統制 
力は 前記の 比較に よっても 分る 通り、 トラストの 方が 力， テルよぅ も遙に 强大で 
あるが、 併し トラストと いへ ども 絕對 的な 統制 力を 發揮 する ことは 容易で ない。 
何 i なれば、 元來 トラストは 權 力に よって 强 制される 組織では なく、 資本家の 任 
意結合によって成るものであるから、|國內の同業者全部をこれに加盟させるこ 
とは 困難で あるし、 又 一旦 全部を 加盟させる ことができた としても、 その後 新 こ 
同業者の出現することを防北することはできないからである。併したとひ統制カ 
は絕對 的でなくて も、 トラストの 意思に より 市況の 大勢を 支配す る こと さへ でき 
れば 、トラストは その 存立の 意義を 失 ふ ものでは なく、 これによ って 加盟者 •か 相 
當の 利益を 收め 得る ことは 確かで ある。 何と なれば、 放慢 なる 自由 競爭が 排除 さ 
れ 、從來 無駄に 費され てを った 資本 や 勞カが 省略され、 且市價 の 下落を 防止す る 
ことに與って効があるからである0(ヵ斤テルはトラストほど有効ではない *> 、并 
しやは りこれ に 近い 利益を 收める ことができる 0 〕 
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だが忘れてならないことは、外ラストは(ヵグテ,も同樣だが)原則として1 
種の 産業に 一つで きる ものであるから、 十 種の 産業に 對 しては 十の トラストが で 
きるといふことである。だからそれ等のトラストは1產業については完全な統制 
カをもち得るとしても、別種の'ラスト相互間の連絡調節を完ふすることのでき 
る 一段 高い 統制 力なる ものは 存在し ない ので ある。 例へ ば こ、 に 石炭 業者の トラ 
ストと 製鐡 業者の トラストと 機械 製造業 者の トラスト •か 成立した とする。 その 場 
合棰械 トラストは その 原料た る鐵 をで きる だけ 安く 質 ふこと を 欲し、 鐵 トラスト 
は その 燃料た る 石炭を できるだけ 安く 買 ふこと を 欲し、 石炭 トラストは その 機械 
をで きる だけ 安く 貢 ふこと を 欲する。 しかも この 欲求を 達する ためには 賣手 •か ト 
ラストにまで 結合せ ずに 互に 競爭 してを る ことが 望ましい。 何とな れば トラスト 
が 成立 すれば 競爭が 中止され て價 格は 必ず 騰貴す るか 或は 少 くも 低落を 防止す る 
からで ある。 そこで これ 等 三種の トラストは 利害 相反す る關 係に 於て 對 立し、 そ 
の 間の 利害を 調節す る ことは 極めて 困難 事ろ 不可能で ある。 例へ ば 機械 トラスト 
は鐵の 値が 高ければ、 これを 國內 の製锇 業者から 買は ないで 外國か ら輸 入す るで 
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あらぅ。又鐵トラストは石炭の値が高ければ、これを阈内の石炭業者から只はな 
いで 外國 から 輸入す るで あらぅ。 又 石炭 トラストは 機械の 値* か 高ければ、 これを 
國內の 機械 業者から 買は ないで 外國か ら 輸入す るで あらぅ。 乃ち 各 トラストは 自 
己の 產業上 の 利益を 擁護す るた めには 必死の 努力を する が、 その 努力は 主として 
內部的 統制の ために 行 はれる ので あつて、 外部に 對 しては 依然 自由 行動を 取り、 
それが ために 他の 產業が 打擊を 受ける ことを 顧虛 しないので ある。 何と なれば そ 
れは 結局のと ころ 自己本位の 營利 主義に 立脚す る もの だからで ある。 

これによ つて 分る 通り、 トラストに よる 統制は 或 ー產業 内に 於け る 統制に 止ま 
る もの、 言 a か へれば 產業的 利己主義に 立脚す る 統制で あつて、 國 家全體 として 
の 利益を 增進 する ための 統制とは なり 得ない。 しかの みならず トラストの 統制 力 
が强大 であれば ある ほど 利己的 橫 暴を 逞しく して 他の 産業を 壓追 し、 又は 消费者 
としての國民の利益を蹂躏する危險の大なるものである。だから吾々阈家社會主 
義者 は、 かくの 如き 方法に よる 統制を 斷 乎して 排斥し なければ ならぬ ので ある。 
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II 立法 行政 手段に よる 統制 

そこで 次に、 右の 如き 資本家の 任意 結合に よる 部分的 統制で なく、 國 家が 立法 
又は 行政 手段を 通じて 全般的 統制を 行 ふ •へきで あると いふ 主張が 擡頭す る。 この 
趣旨には 吾々 國 家社會 主義者と いへ ども 更に 異存がない。 だが 併し 問題は 統制の 
方法 如何に ある。 國 家社會 主義を 否定す る 立場に ある 統制 論者は 原則として 資本 
家の 營利 主義を 肯定す る。 た r 彼等の 活動を 從來の 如く 自由に 放任せ ずして、 こ 
れに或程度の制限を加へよぅとするのである。例へばーつのエ場を設置しよぅと 
する 場合 或は その 生産力を 著しく 增減 しよぅと する 場合には、 政府に 出願して 許 
可を 受けし める。 或は 競爭的 地位に ある 重要産業に 對 して 結合を 强 制する。 或は 
株式 會 社の 配當 率に 最高 限度を 規定す る。 或は 商品の 價 格を 公定す る。 或は 電力 
瓦斯 等の 料金、 鐡 道の 運賃 等に 許可制 度を 採用す る。 (これは 日本では 旣に或 程度 
まで 行 はれて をる。〕 或は 農民、 家內 工業 主、 小賣 商人 等に 同業組合の 組織を 强制 
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する。 等、 等。 要するに 從來 瓧會 政策の 分野に 於て 傭 主 對勞働 者の 關 係に 對 して 
行は れつ、 あつた 法律 的 干渉を 廣く產 業の 全 領域にまで 撗大 しようと する もので 
ある。 

成程 これは 强いて 行へ ば 行 a 得られ 次い ことでは ない。 否旣に 各國に 於て 或 程 
度まで 行は れつ、 ある。 ィタ リ ーのフ アッ シスト 政權の 下に 於て は 特に 顯著 であ 
る。 併しな •からか、 る 方法は 次の 理由に より 資本主義の 害毒を 除去す る ことの 到 
底 不可能なる ものである。 

非社會 主義 的 統制 論者は、 資本主義の 弊害の 一つで ある 自由放任 主義を 抑制し 
ようとは する が、 他の 弊害た る營利 主義と 階級 對立 とを 排除す る ことを 欲しない 
ものである。 論者が 營利 主義の 排除を 欲しない のは、 蓋し 營利的 欲望を 以て 人間 
に 本質的なる ものと 考へ 、若し これを 禁 M するならば、 人間の 經濟的 勤勉 努力は 
消え失せて、 創意 も發明 も 改良 も 行 はれず、 諸產 業は 將來發 達の 見込 ♦かなくなる 
ばかり か、 作業 能率は 著しく 低下して 生産力は 減退の 一途を 迪る ほかは ない と豫 
想す るからで あらう。 だが、 これは 果して 人間性の 正しい 認識で あらう か。 私は 
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否と 斷言 する。 いやしくも 經涛史 をー讀 した 者は、 人間 •か 自己の 經濟的 活動の 原 
動力を 營利的 欲望に 見出した のは、 近世の 初期 卽ち 資本主義 萠芽 時代 以後に 屬す 
る ことを 知つ てを る箬 である。 勿論 古代 及 中世に 於ても 營利的 活動が 全然 存在し 
なかつ たわけでは ない。 例へ ば フ H ニキャを中心とす 6' 地中海の沿错贸易、歐洲 
大陸を 縱斷 した ハン サ 同盟の 活躍 等は その 顯著な 例で あるが、 併し これ 等は 部分 
的 一時的の 特例で あつて、 大體に 於て 古代から 中世に 亘る 經濟の 大勢を 支配した 
ものは非營利主義であつた。 

この非營利主義經濟は次のニつの形態を取つた。 一つは 權カ 階級が その 政治 
的、 宗敎 的、 軍事的 乃至 奢侈 的 欲求を 充た すため に、 人民 及 奴 隸を驅 使して 行つ 
た 土木、 建築、 採鑛 冶金、 武器、 美術 エ藝 等の 諸 生産で あり、 他は 人民 及 奴隸が その 
生活 資料を 自給自足す るた めに 行つ た 家族 的生產 であつ た。 その いづれ もが 營利 
主義 卽 ち 貨幣 增殖 手段と しての 經濟的 活動で なかつ たことは 言 ふまで もない ので 
ある。 然るに 近世の 初期、 資本主義 萠芽 時代に 入つ て 初めて 問屋 制度と 名 づけら 
れる 大經營 商業が 発生して 營利的 活動を 開始し、 次いで 海外 貿易、 鈒 行、 保險等 
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の 企業が 起-^ 産業革命 以後 工場 工業、 鐵道 、汽船 等の 新 典 企業が 急激に 發 達し 
て、 こ/ •に 第 十九 世紀 以降に 於け る營利 主義 經濟の 全盛時代を 現出す るに 至つ た 
ので ある。 して 見れば 營利的 活動なる ものは 決して 人間に 固有な ものでは なく、 
せい-^ 資本主義 時代を 特色 づける 一箇の 歴史的 社會 現象に 過ぎない ものである 
ことを 知る こと •かで きる ので ある。 

しかの みならず 管 利 主義 全盛の 現代に 於て すら、 其に 自己の 經濟的 活動の 原因 
を營 利に おいてを る 者は、 國民 大衆から 見れば 比較的 少數で あると いふ 事 實を觀 
過して はならない a 端的に 言へ ば それは 資本家 だけで ある 〇 資本家は ロに 何と 唱 
へょうと も、 彼等が 資本家と して 行動す る 限う、 營利 以外に 眼中 何物 もない こと 
は明白であるが、併し資本家以外の者は必ずしもさうではないのである0列へで 
資本家に 最も 緣の 近い、 屢々 資本家と 混同され る 企業家なる 者 •か 旣に さう であ 
る 。現今 企業家は 資本家の 營利 主義に 奉仕し なければ、 自己の 社會的 地位を 保持 
する ことので きない 立場に おかれて をる ことは 事實 であるが、 併 L 彼等の 經濟的 
活勖 i 單純 に營 利欲から 出る と卽斷 する のは 誤りで あつて、 名 &、 い、 功名 6 、创 
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業 欲、 權勢 欲、 競爭 欲、 征服欲 等の 刺激に よる 場合 も 決して 少く ない。 その點 に 
於て、 彼等は 政治家 や 軍人 やスボ I ツマ ンと異 る もので ない ことは、 私が 旣に詳 
論した 通りで ある。 (國 家社會 主義 原理、 普及版、 一四 五 頁 以下 參 照。) 企 龙家旣 に 
然ぅとするならば、企業家ならざる一般の農民、勞働者、.官吏、軍人、#社使出 
人、 學校敎 師及藝 術 家の 類に 於て を やで ある。 勿論 此 種の 人 ❖といへ ども 收 入の 
增大を 希望して ゐな いのでは ない。 それは 確に 希望して ゐる 。だが 併し 彼等の 勤 
勉 努力は 必ずしも 收 入の 增大 とい ふ 經濟的 欲望の みに よつ て剌激 されて ゐ るので 
はなく、 寧ろ 屢々 それ 以上 もしくは 以外の 欲望に よつ て 刺激され てを るので あ 
る。 成程 特に 經濟的 方面に のみ 注意を 拂ふ者 —— 例へ ば 唯 物史觀 の 信者 1 の 眼 
には、 人間の 經濟的 欲望の みが 特別に ク TJ 丨ズ •アップされ て 大きく.， 映ず るか も 
知れない。 だが それは 彼等が 故意に 人間性の 他の 部分に 眼を 閉ぢ るからで ある。 
若し 彼等 •か 他人の 行動を 觀 察する まで もな く、 自己の 行動を 反省して 仔細に その 
動機を 吟味す るなら ば、 そこに 經濟的 欲望 以外の 或 ものを 見出す ことは 決して 困 
難では ない 答で ある。 
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かくの 如く 人間の 社會的 活動 I 般は 固ょり、 特に 經濟的 活動 だけに 限つ て 見て 
も、 それが 營利 主義の みに 基因す る もので ない ことは 明白で あるが、 それに も拘 
らず 人間が I 度 資本家の 地位を 嫌 得する や 否や、 彼は 必然的に 營利 主義に ょつ て 
終始一貫せ ざるを 得ない ことになるので ある。 それは 資本家が その 個性に 於て 寺 
に贪 欲で あるから ではなく、 又贪 欲な 人間 だけが 特に 資本家になる からで もな く、 
全く 資本主義 そのもの、 本質が 然ら ざ るを 得 ざら L める ので ある。 人間 ♦かその 所 
有する 財産を 資本 化する や 否や、 彼は 純然たる 不勞 所得者と 次ぅ、 彼等の 所得 金 
額と、 その 元本た る 投資 金額との 比率 如何が 彼等の 唯一の 關 心事と なる ので ある。 
その 點に 於て 金融資本 家 も 産業資本 家 も 全く 同一で ある o fi - 付 利子 も產業 利潤 
も、 資本家の 立場に 於て は 軍衣る 名目の 相違に 過ぎない ので あつて、 投資 金顇と 
それから 生まれる 所得 金額との 比率が 彼等の 資本家 的 行動の 一切を 支配す るので 
ある。 

然るに 非社會 主義 的 統制 論者は 資本家と 企業家と を 同 | 親し、 資本家の 營利的 
活動が 直に 產業的 活動を 意味す る ものと 考 へ、 資本家の 瞀 利欲を 禁壓 するなら ， H 
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必ず 産業の 衰退を 招く であらぅ と 論ずる ので ある •か、 これは 全く 現代の 資本家 ♦か 
產業の計晝管理者ではなくして、單なる利子(配當金を含ひ)の收得者に過ぎな 
い 事實を 識らな いからで ある。 現代の 重要なる 產業が 殆ど 悉く 株式 會社 にょつ て 
行は れつ、 ある ことは 誰も 知る 通-^ である。 然るに 株式 會 社の 株主は 事業の 計盡 
管理者で ない ばかり か、 事業 そのものには 何等の 知識 も 興味 もな く、 た C 配 當率 
のみに 關 心 ^ 有する 人々 である。 彼等は 自己の 所持す る 株式を 生產 手段とは 考へ 
てゐ ないし 又 事 實生產 手段では ない ので ある。 株式は 單なる 配當金 請求 證票で あ 
b、 cd さぅ いふ ものと して 取得され 賣 S M されて ゐ るので ある。 だから 株主は 自身 
何等 產業的 活動を 演ずる ことなしに、 唯 配當 金の みを 取得す る 人々 であり、 又 そ 
のゆ袅 に 株主と なつて をる ので ある。 言は < 彼等は 純然たる 不勞 所得者で あり 營 
利 主義者で ある。 しかも 現代の 資本家は その 資本の 大部分を 株式の 形に 於て 所有 
してを るので あるから、 0 まり彼等は不勞所得者であり營利主義者であ 0 て、彼 
等の 活動は 毫も 産業 的 活動を 意味す る ものでは なく、 從 つて 彼等の 勤隋が 產 業の 
盛衰に 關す ると ころは 毫もない ので ある。 產業的 活動を 演じて をる 者は 資本家で 
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はなく して 企業家 及 その 候補者た る 高級 使用人で ある。 だが 彼等の 活動 •か 必ずし 
も營 利欲の みに ょつ て 左右され る もので ない ことは 旣に 述べた 通りで ある。 

然るに 非 社 # 主義 的 統制 論者は 上述の 如き 資本家の 不勞 所得と 營利 主義との 存 
績を 主張す るので ある。 これは 蓋し 無 識の罪 か 然らずんば 不正なる 意 圓の然 らし 
める ところで ある。 言 ふまで もな く 自由放任 主義と 營利 主義とは 資本主義の ニ大 
支柱である。だから自由放任主義だけを法的統制にょつて抑止したからといつ 
て、 一方の 營利 主義を 存續 せしめて おくなら ば" 資本主義の 弊害は 除去され ない 
ばかり か、 却つ てます-^ 助長され る處が 多分に あるので ある。 可と なれば 若し 
假に 法的 統制の 實 行に 當る權 力 者と、 營利 主義に 終始す る 資本家が 結 托したなら 
ば、 國 家の 名に 於て 國民 大衆を 搾取す る ことは 容易 だからで ある。 過去に 於て す 
ら旣 に政黨 政治家と 有力なる 資本家との 利權 交換に ょつ て、 いかに 國利 民顆が 阻 
害された かは、 屢 み 世論の 指摘した ところで ある。 だから 政黨 政治の 餘弊尙 革 正 
されない 現在に 於て、 若し 營利 主義 的 統制 經濟が 樹立され たと するならば、 資本 
主義の 弊害は I 層增 長され る こと 疑 a ない ので ある。 現に 此 種の 論者が 槪ね旣 成 
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政黨員 や 資本家に 屬 する 事實か ら 見ても、 國 民は 十分 これを 聱戒 しなければ なら 
ぬので ある。 

三 營利 主義の 存 窳 

資本主義 的 統制 經濟 と國 家社會 主義 的 統制 經濟 との 相違は、 要するに、 營利主 
義を 存績 せしめる か 否かの 一點に 係る ので ある。 若し 營利 主義を 存 S するなら 
ば、 最も 完成され たる 營利 主義 的 企業 形態と しての 株式 會社は 依然 存立を 許され 
るに ち •か a ない。 然るに 旣述の 如く 株式 會 社の 株主は 純然たる 罃利 主義者で あつ 
て、 しかも 會 社の 營利的 活動の 最高 指令 權は 常に 大株 主たる 大 資本家の 掌中に あ 
るので あるから、 結局 統制 經濟 下に 結合 集中され る大 株式 會 社は、 群小 資本家 や 
國民 大衆を 犠牲と して 大 資本家へ 奉仕す る 道具と ならざる を 得ない ので ある。 
現在の 自由放任 主義は、 それ ♦か 幾多の 弊害を 伴 ふに せょ、 少 くも 大 資本家の 獨占 
的 勢力を 多少 牽制す る だけの 効果は もつ てゐ るので あるが、 自由放任 主義の 廢止 
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はこの 効果を すら 奪 ひ 去る ので あるから、 殘る ところは 大 資本家の 勢力 熵大 以外 
に 何者 もない ので ある。 成程 統制 經濟の 下では 强制的 企業 結合 も實 行し 得る であ 
らう。 配 當 金の 制限 もで きる であらう。 物價の 公定 も货 施される であらう。 所 
得稅や 資本 利子 税や 相績税 の 增徵も 可能で あらう。 併し 間 時に 利子補給 や獎勵 金 
下附や 銀行 損失 補償 も 大規模に 行 はれる にち •か a ない ので ある。 何と なれば それ 
は 根本に 於て 營利 主義を 肯定し、 不勞 所得を 認容す る ことによ つて、 資本家の 利 
益と 階級 的 地位と を 擁護し ようとす る もの だからで ある。 資本主義の 弊番は 自由 
放任主義と 詧利 主義と を 併せ 廢止 する ことによ つての みこれ を 除去す る こと •かで 
きる ので ある ♦か、 非社會 主義 的 統制 論者は 前者の みを 廢 止して 後者を 存鼢 しよう 
とする ので あるから、 資本主義の 弊害は 除去され ない ばかり か、 反對 にます ま 
す 助長され る ものと 豫斷 して 誤りは ない ので ある。 

更に 非社會 主義 的 統制 經濟 論の 缺陷は 、それが 全く 階級 問題を 無視して をる と 
ころに あるので ある。 論者は 資本主義の 弊害、 a いては 現下の 經濟國 難を 專ら自 
由 放任主義の 罪に 歸し 、それを 抑制し さへ すれば 能事 了れ りと する も © /. 如く、 
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前記の 營利 主義の 害毒に 對 して 眼を 閉づる ばかぅ か、 階級の 對立 及鬪爭 について 
は 殆ど これを 念頭に おかない もの やぅに 見える。 何とな れば 彼等の 主張は 不況の 
打開、 產 業の 振 典、 生活の 安定と いふが 如き 方面に のみ 重點を おいて、 勞働者 農 
民を その 被 搾取 的 地位から 解放す る •ことの 必要に 言及す る 者は 全くない からで あ 
る。 勿論 これは 毫も 怪 If を 要しない。 彼等は 根本に 於て 資本主義 そのもの、 廢止 
を 欲しない ばかり か、 寧ろ 意識的に か 無意識的に か 資本主義の 延命 策を 講じつ/ • 
ある もの だからで ある。 併しながら、 若し 彼等に して 多少の 社會 科學的 知識を 有 
するならば、 資本主義の 維持を 前提と する 産業の 振興が 結局 資本家 的 利益の 增進 
を 意味し、 階級 鬪爭の 激化を 招來 する に過ぎない ことに 氣づ かなければ ならない 
害で ある。 勞働者 農民は 何ょりも 先づ その 生活の 保證を 求める。 これは 言 ふまで 
もない ことで ある。 だが 併し 彼等が た VI それだけで 滿足 する ものと 思 ふなら ば 餘 
b にも 認識不足で ある。 彼等は ヨリ 善き 生活を 求める のみならず ヨ V 合理的な 社 
會を 要望し つ、 あるので ある。 そして 彼等は 貧富の 懸隔、 支配と 隸屬 、奢侈と 貧 
困 等々 の 根本 原因が、 過大なる 不勞 所得と 過小なる 勤勞 所得と を 認容す る 現 時の 
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社會 組織 そのもの/' 不合理に 存 する ことを 旣に 良く 識 つてを るので ある。 少 くも 
これを識る者の數は日を逐ぅて增加し 0 、あるのである〇だから若し彼等に最低 
限度の 生活 資料を 給與 する 途 さへ 講ずるならば、 それで 天下は 泰平で あると 期待 
する者があるならば、愚や眞に及ぶべからずである。勞働者農民の要求は眾なる 
產 業の 振興 や 生活の 保證だ けでは なく、 その 被 搾取 的 地位からの 完全なる 解放で 
ある。 この 事實を 度外視す る 統制 經濟 論は 要するに 砂上の 樓開 に 過ぎない もので 
ある。 

固ょぅ 私は 資本主義の 弊害に ょつ て惱 まされつ、 ある 者が、 ひとり 勞働者 農民 
ばかりで あるとは 言は ない。 小市民 も 俸給生活者 も 皆同樣 であつ て、 た C 彼等の 
意識に 深淺の 差が ある だけで ある。 否 もつ と 進んで 言へ ば、 資本家 や 地主を も 包含 
すると ころの 國民 全部が 多 かれ 少かれ 資本主義の 弊害に 苦んで をる ので ある。 だ 
から 資本主義を 廢止 する ことは、 た V 單に 無産階級の みの 解放を 意味す るので は 
なく、 全國 民の 解放を 意味す るので ある。 いやしくも 個人的 利害 や 階級 的 偏見を 
離れて 事理を 考察す る だけの 良心と 正義感と を 有する 者なら ば、 資本主義の 如き 
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不合理なる 經濟 制度の 到底 存績を 許さるべき でない ことは 容易に 解る 窖で ある。 

然るに 非社會 主義 的 統制 論者 だけは これを 悟らず、 或は 悟 つても 言 ふこと を 欲 
しないので ある。 而 して 日く 「吾人は 資本主義の 長所を 保存せ ざるべからず」 と。 
借問す、 資本主義の 長所とは 何ぞ や。 彼等 答へ て 日く 「個人の 營利的 欲望は 產業 
發 達の 最大 原觔 力で ある」 と。 あ、 我 又 何を か 言 はんやで ある。 



_ 1 ■ 1 10 ¢ ■ ■■ 
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第五 章國 家社會 主義と 獨創カ 

I 資本主義 下の 獨剷カ 

吾々 の 主張す る國 家社會 主義に 對し 、絕對 的 反對の 立場に ある 人 令は 勿論、' そ 
れに多少共鳴しながらも尙それを全體的に肯定することを得ない人 > は、屢々阈 
家社會 主義が 個人の 獨創 力を 抑壓 する ことにょ o て、 技術の 進 步を阻 害し、 能率 
の 低下を 招來 し、 S いて それが 産業を 萎縮せ しめ、 國 民經濟 を 衰退せ しめる に 至 
るで あらぅ と 論ずる 。だが、 それは 果して 正しい 認識に 基く 正しい 判斷 であらぅ 
か。 私は 否と 答へ るに 躊躇し ない。 

獨創 力の 抑壓を 非と して 國家 社會 主義に 反對 する 人々 は、 恐らく 資本主義の 下 
に於ては阃人の獨創カが良く尊重され又良く發揮されつ、あると考へてゐるので 
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あらぅ。 併し それは 資本主義 發 達の 初期に 於ての み當 ては まる 認識で あつて、 資 
本 主義が 高度に 發 達して 所謂 獨占 時代に 入つ た 現代に 對 しては、 全く 妥當 しない 
ものである。 言 ふまで もな く歐洲 諸國に 於け る 第 十八 世紀 以前の 產 業界を 支配し 
たものは法律的獨占體であつた。この獨占镗は家內エ業に於てはギグドとして、 
海外 貿易 其 他の 企業に 於て は 特許 會社 として 出現した。 そして 之 等は 政府に ょつ 
て許容された獨占權を利用して旣得の權益を擁護するに汲>とし、いやし<もそ 
れを 侵害し ょぅとす る 一切の 新ら しきものに 反抗す る， ことを 怠らな かつた。 從つ 
て それは 獨占體 の 外部に ある 者に 對 しては 勿論 內部 にある 者に 對 してす らも、 そ 
の獨創 力を 抑壓 し、 技術の 發 明、 組織の 變 革を 防止し、 a た すら 旣定の 事態を 保 
持す る ことに 努力した ので あつた。 この 意味に 於て 之 等の獨 占體は 明に 進步の 敵 
であつ た。 

右の 如き 獨占體 の 存立を 否定すべき 辯證 法的 使命を 帶びて 出現した ものが 卽ち 
産業革命で あつた。 産業革命は 先づ 機械の 發明 から 出發 した。 だから それは 必然 
的に家內エ業を破滅せしめるものであつた。そして家内エ業の破滅がギ<ドを芄 
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解せ しめ、 ギルドの 芄解 がその 獨占權 を 自然 消滅に 導いた こと も 亦 必然的 過程で 
あつた。 それと 共に 産業革命は 海外 貿易、 銀行、 保險 等の 外に、 新に 汽車、 汽船、 
工場、 鑛山 等の 諸 企業を 績+ 出現せ しめた。 しかも そ S© 新興 企業家は 一部の 
資本家の みが 不當に 利益を 蓮 斷 する 在 來の獨 占 制度に 極力 反對 し、 遂に 議會と 政 
府を 動かして そ® 1 に 成功した の— る。 こ、 に 於て# 過去の 獨占 時代は 去つ 
て 自由放任 時代が 到來 し、 個人の 獨 創と 活動と を 妨害し？ あつた 一切の 繫 縛は 
解除され、 新技術の 發 明、 新 産業の 勃興は 著しく 促進され 、生産力は 飛躍的に 增 
大され、新市場は急速に開拓され、自由競爭が到る處に展開さ_るに至 0 たので 
ある。 

併しながら 吾 令の 忘れて ならない ことは、 謂 ふところの 自由 競举は 同一の 產業 

的 分野に 輸贏 1 干 15 集 家相 憂に 於て® み 行 はれる もの I 

つて、 彼等 各自 1 る 一 企業 組織に 從 f る多數 被傭者の 間に 行 はれ t の 
ではなぃ とぃ ふこと である。 例へ ば 甲の 汽船 會 社と 乙の 汽船 會 社、 丙の 妨縝會 社 
と 丁の 紡續會 社と© 間には 自由 攀が行 はれる に 相違なぃ •か、 併し 之 等各會 社の 
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內部關 係は 嚴 重なる 獨裁的 統制の 下に 規律せられ、 そこに 決して 自由 競爭は 存在 
し 得ない ので ある。 更め て說 くまで もな く 産業革命は 個人的 產 業を 集 ^ 的產 業に 
まで 發展 せしめた。 小 經營は 中 經營に 、中 經營は 大經營 に、 大經罃 は 超 大經營 に 
まで 集中 擴大 され、 現代の 代表的 企業 形態た る 株式 會社に ょつ て 雇傭され る從業 
員は、 驁く べき 多數に 上りつ、 ある。 そして 之 等の 從業員 各自が 擔當 する 仕事は 
極めて 局限され た 一部分で あつて、 しかも それは 全部を 計盡 し管玴 する 取締役の 
嚴重なる命令と監督の下に行はれてゐるのである。最早そこ |: は自由放任主義の 
片影 だ も殘存 しないの •か 現代に 於け る 資本主義 的 企業 組織の 內部關 係で ある。 

然るに 右の 如き贲 狀に無 識なる 個人主義 的觀念 論者は、 資本主義が 自由放任 主 
義に 立脚す る ^ 濟紐 織で あると いふ 旣存の 公理を 前提と して、 今尙 個人の 獨創カ 
が 十分に 發揮 され、 技術の 改良 進歩の 如き も 天才 的な 個人の 創意に ょつ て货行 さ 
れつ、 ある もの、 如く 妄信して をる。 併しな •から それは 產業 革命の 直前 及 直後に 
於ける事態卽ち未だ大經蝥的企業形態の出現しなかつた時代に於ける現象であつ 
て、 その後に 於け る 技術の 改良 進步 は、 槪ね一 企業内に 於け る 一分 業と して 特に 
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か、 る 任務を 授けられた る 若干の 技術 家の 集圃的 組織的 硏究 によって 行は t っ 
、あるので ある。 第 十九 世紀の 末から 第 二十世紀の 初めに かけて、 ァメリヵ 及 ド 
ィッに 於け る 工業技術の 進歩が 特に 顯著 であっ た 理由は、 第 十八 世紀末の ィギリ 
スに於けるが如く、それを天才的個人の創意に期待せずして、自然科學的知識 |: 
優れたる 多數の 技術 家を 組織的に 協働せ しめる 工業 的 ラボ ラトリ— の 完備した こ 
とに ある？ ある。 (我國 に 於け る 政府 直營の H 義驗 所、 政府よ ぶ 額の 補助金 
を下附しっ、ある理化學硏究所並に三井三菱其他の大資本家 |: よって設立された 
工業 試驗 所の 如き も 米 獨兩國 に 於け る 成功に 刺戟され たもので ある。〕 勿論 私は 例 
を H デ ソンに 取る まで もな く、 個人の 獨创 力が 全然 その 意義を 失つ たと 斷定 する 
のでは ない。 併しな •から 資本主義の 下に 於て は、 いかに 3 し？ 個人の 獨创ヵ 
も、 そ ft が 企菓 化されない に 限 り、 言 a か へれば それが 資本家の 營利 手段と して 利 
用され ない 限りは、 毫も 產業 の發 達に 寄與 する もので ない ことを 知らなければ な 
らぬ 。資本主義の 下に ありて は、 技術の 新發 明が 學術的 見地から いかに 稱 讚に 値 
する もので あつても、 それを 產業 上に 應用 する ことによ つ て 資本家の 利益を 增大 



1〇9 ■_ 



策 ttii 主會 社家 _ 



し 得る 見込がなければ、 決して 國 利民顆 に貢獻 する 機 # を 見出し 得ない ので ある。 
だから 吾々 は 或 個人が 多年 苦心 慘儋の 結果 漸く 成功した る 發明が 、資本家に ょつ 
て それを 利用す るた めに ではなく、 反對に その 利用を 妨げる ために、 高價を 以て 
買收さ れる 事實の 珍ら しくない 理由を 解す る ことができる ので ある。 新技術、 新 
機械の 出現は 舊技 術、 舊 機械に 巨額の 固定 資本を 投じて をる 資本家を 競爭 上の 劣 
敗者たら しめる 危險 が大で あるから 、か、 る 資本家は 自己の 營利的 安全を 庇護す 
るた めに、 屢々 個人の 獨創 力を 歷殺 する ことを 辭しな いので ある。 

ニ 獨占 資本主義 下の 獨創カ 

資本主義 •か 一般的に 見て、 個人の 獨創 力に 依存す る 制度で もなければ、 又 それ 
を 擁護す る 制度で もない ことは、 前述の通りで あるが、 併し 若し 資本主義の 下に 
於て、 比較的 多くの 獨創 カを發 揮し 得る 者が あつたと するならば、 それは 疑 ひも 
2: く 企業家で ある。 彼等は いかに すれば 最も 確實に 、最も 安全に、 最も 容易に、 最 
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も永績 的に その 營利 目的を 達成し 得べき かにつ いて 斷えず 攻究し つ、 ある。 彼等 
は鹈の目鹰の目營利の機會を物色し、或は虎の如く勇猛に、或は狐の如く狡獪に、 
或は 栗鼠の 如く 敏捷に、 企 業界の 彼方此方に 出沒 して" いやしくも 乘 ずべき 機會 
を 逸せ ざ らんこと に 焦慮して をる。. 從つて 彼等の 選定す る 企業の 種類、 作業の 組 
織、 運營の 方法 等に 關 し、 彼等の 獨創 力と 活動力と を 發 揮すべき 餘地は 常に 存在 
し、 且それ •か 企業家と しての 彼等の 能 否を 決定し、 その 成敗を 左右す る 有力な 因 
子で あつた ことは 爭はれ ない ので ある。 

併しながら 右の 如き 意味の 企業家の 獨創カ も 近時 次第に 廢 用に 歸 しつ、 ある 事 
實を觀遇してはならない。元來資本主義が賃金勞働者に對しては勿論、俺給被傭 
专 こ對 して すら、 毫も 自由放任を 許容す る もので ない ことは 旣述の 通^' である 
が、併し企業家だけはその營利的活動の上に殆ど立法及行政的干涉を蒙らなかつ 
たとい ふ 意味に 於て、 自由放任を 享樂 する ことができ、 又 その ゆ ^ に 個人的 獨創カ 
を發 軍し # る 幾會を もつ ことができた ので あつた。 だ •か、 それは 資本主義 發 達の 
初期乃至中期に於ける事態であ 0 て、資本主義の後期卽ち現代に入 0 てからは、 
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自由放任を 享樂し 得る 企業家の 員数は 次第に 減少し、 今や それは 極めて 局限され 
たる 少數の 大企業 家の みの 掌握す ると ころと なつて ゐ るので ある。 その 股 因は 他 
なし、 所謂獨 占 資本主義の 成立 これで ある。 

資本主義發達の初期及中期に於ける自由放任主義は、資本家及企業家を自由躱 
爭場裡 に 解放し、 そこに 產業的 アナ— キ I、 經濟的 强食弱 肉の 世界を 現出した。 
從 つて 大 資本家は 小 資本家を 歷 倒し、 大企業 家は 小 企業家を 征服し、 各種 產業に 
於け る 資本 及 經營の 集中 化が 加速度 的に 累進した。 だが それは 未だ 自 Itl 躱爭の 終 
熄を意味するものではなかつた。何となれば多數の群小資本家や群小企業家を菝 
ぎ 倒した 大 資本家 及 大企業 家は 唯一 人では なかつ たから、 これ 等の 勝ち誇れる 大 
資本家 及 大企業 家相 互の 間に 自由 競 爭は 依然として 績 行され なければ ならな か 
o たからで ある。 t かも この 競爭 たる や、 旣往の 如く 强 者と 弱者との 問に 行は れ 
る競爭 、言 a か へれば 勝敗の 數が 最初から 明白なる 戰 ひ ではなく して， 强 者と 强 
者との 間に 行 はれる 競爭 、勝敗の 豫 測され ない 戰 3であつたから、それは勢ひ激 
烈に して 且永績 的なら ざるを得なかつた。彼等はおのがじ、軍資を豐富にし、戰 
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鬪 力を 充實 し、 戰 線を 擴大 し、 互に 死^^っ くして 競爭 したが、 その 勝敗は 容易 
に 決す *へくもなかった。そこで彼等は共にこの競爭のもたらす苦痛と担害に瑙へ 
得なくな^'、 若し これ 以上 競爭を 繼績 するならば、 結局 共倒れの ほかな きこと を 
痛感す るに 至っ て、 そこに 期せず して 妥協の 機運が 動き 初め、 昨日の 敵は 今日の 
同士 a こ早變 りして、 自由 競 爭は終 りを吿げ、これに代 0 て獨占が成立するに至 〇 
たので ある。 この 獨 占は 唯一の 大 資本家 又は 大企業 家に よって 行 はれる よぅ も 寧 
ろ數名乃至數十名の大資本家又は大企業家の聯合(ヵルテル)もしくは合同(ト 
ラスト〕 によっ て 行は れっ、 ある。 但し この 結合 體に 包容され ない 若干の 資本家 
や企業家の殘存することは珍らしくないが、併し結合體の意思によって金融又は 
商品市況の大勢が左右されるならば、それを獨占と呼んでさしつかへないのであ 
¢0 

この獨占の成立と共に、囊の自由放任主義は影を以そめ、統制主義がこれに代 
o て國民 經濟を 支配す るに 至つ た。 併しな •から 忘れて ならない ことは、 この 統制 
主義は緊密に營利主義と結びついてゐることである。否、もつと適切に言へば、 
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營利が目的であつて統制は手段だといふことである。資本主義發達の初期及中期 
に 於て は、 資本家 及 企業家は 自由 競爭を 通じて 營 利の 目的を 達しょぅと し" 又 達 
することができたのであつた。何となれば彼等の競爭相手は槪ね防禦カの薄弱な 
る中小商エ業者の類であつたからである。然るに資本主義發達 -£7) 後期に至るや、 
彼等は 自由 競爭を 以てして は 到底 營 利の 目的を 達し 難い ばかり か、 その 固有の 資 
本 さへ も 喪失す る 危險に 直面した。 何と なれば 彼等の 競爭 相手は 互に 征服す る こ 
とも、 される こと もで きない 大 商工業者 同士で あつたから である。 そこで 彼等は 
競爭に 原因す る 共同の 危險を 除去し、 共通の 利益を 確保す る 手段と して 獨占的 結 
合にまで 飛躍した ので ある。 言 a か へれば 彼等は 營利 主義を 擁護し、 それを 破滅 
から 救 はんがた めに 自由放任 主義を 排棄 する に 至つ たので ある。 

現代は 獨占 資本主義の 時代と 呼ばれる。 資本主義が 高度に 發 達した 諸 11 に 於て 
は、 多 かれ 少かれ 自由 競爭が 獨 占に 轉化 し、 自由放任 主義の 下に 育成され た 符利 
主義 •か 今や 統制 主義の 下に その 「自力 更生」 を企圖 しつ/' ある。 勿論 それは 比較 
的少數の大資本家及大企業家にょつて結成されるところの獨占であり、又彼等に 
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ょつて支配されるところの統制ではあるが、併しその事實は現代を獨占資本主義 
時代と 呼ぶ ことを 不當 とする 理由には ならない 。何とな れば 全國 民の 必要と する 
生活 資料が 僅に 數箇 乃至 十數箇 の大會 社に ょ C て 生産され る 例の 少から ざる 現代 
にあり ては、 これ 等 少数の 大會 社の獨 占 的 結合は 直に 全國 民の 經涛 的禍鲳 に 重大 
なる 影響を及ぼす からで ある。 

かくの 如く 現代は 獨占 資本主義の 時代で ある。 そして 獨占 資本主義の 最大の 特 
徵は獨 占 化された る 重要産業 並に それを 背後から 支持し つ、 ある 金融 機關が 、中 
央集權 的に 統制され、 極めて 少 數の大 資本家 及 大企業 家が 産業界 及 金融界の 覇權 
を 掌握して をる ことで ある。 その 結果と して 多數の 中小 資本家 及 企業家の 獨釗カ 
は 最早 それを 發揮す V き餘 地を もたない ことにな つた。 卽ち そこには 嚴 格なる 命 
令服從關係が貫通してをり、個人はー.大企業組織の中に包攝されて、自己の創意に 
ょる 自由 活動の 如きは 絕對に 認容され ない 狀態に 立 ち 到つ たので ある。 锼へば 各 
個人は 複雑なる 構造を 有する 大 機械の 齒 車に 附着す る 一箇の 齒の 如き もので あつ 
て、 自己の 意思とは 全然 沒交涉 な 强大な る 力に® されて、 一定の 方向に 取 純なる 
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蓮 動を 繰 返す ほかは ない 立場に おかれて ゐるの である。 然らば この 强大な る 力で 
あると ころの 大 資本家 又は 大企業 家が 果して 能く その 獨創 力を 發揮 しつ、 あるか 
とい ふに、 これ 亦 必ずしも さぅ でない。 彼等は 個人的に 何物 かを 獨创す •へく 常に 
餘 りに 多忙で ある。 彼等の 時間の 大部分は 應接 室と 會議 室と 宴# 場と に费 され、 

或 問題を 自ら 調査す るが 如き 暇を 有する もので ない。 名義 上 彼等の 發意 と稱 せら 
れる或 提案 も、 實は 彼等の 被傭者た る 一群の H キス パ— トの 調査 研究の 結果を 採. 
擇し たものに 外なら ない ので ある。 その 意味に 於て 彼等の 地位は、 近代 國 家に 於 
ける 國務 大臣 や政黨 首領と 極めて 類似す る ものである。 

だから 若し 現 時の 産業界に 於て 尙 個人的 創意に ょつ て 自由 活動を 演じつ/, ある 
者があるとするならば、それは未だ獨占化されない中小產業に於ける企業家と、 
家族 的勞 働を 主と する 微細なる 商工業者に 止まる ので あるが、 併し これ 等の 者と 
いへ ども渐 次獨占 的 地位に ある 大企業 家の ために 壓 倒されて、 その 存立を 失 はん 
とする 傾向が 顯著で あり、 又た と a 辛ぅじて その 存立を 維持した としても、 彼等 
は國民 經濟上 何等 重要なる 役割を 演じ 得る ものでは ない。 事情 か <の 如くで ある 
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以上、 資本主義が 個人の 獨創 力を ® 重し 擁護す るに 適當な る 制度で あると いふ B 
識の いかに 誤謬で あるかは 多言を 要しないで あらう。 

三困家社會主 || 下の獨別カ 

國 家社會 主義は 現 時の 大 資本家 及 大企業 家に よって 次第に 完成され っ、 ある 獨 
占を、！ a 家 機關の 下に 一層 % 大强 化された る獨 占にまで 發展 せしめようと する も 
ので ある。 それは a としく 獨占で あるには 相違ない •か、 併し 前者は 普 利 手段と し 
ての 獨占で あり、 後者は 公益 手段と しての 獨占 である ことに 雨 者 雲泥の差が ある 
のである。國家の興隆發展のため、全网民の經濟的 || 利のために土地と資本とを 
國有 とし、 重要産業を 國 家機關 によっ て 統制し、 生産と 分配と を 綜合 的に 計畫管 
理 しようと する ものが 卽ち國 家社會 主義で ある。 

國 家社會 主義は、 だから、 個人の 營利 主義 的 自由 活動を 絕對に 禁止す る ことは 
勿論で あるが、 併し それは 技術的 方面に 於け る 個人の 獨創 力を 抑制すべき でない 
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のみならず 、事ろ 多を 益 + これを 獎動 する ことの 必要を 十分に 意識す る もので あ 
る。 卽 t > 產業の あらゆる 部門に 於け る 技術の 改良 進步 のためには、 H キス パ ート 
を 網羅す る 各種の 調査 硏究 禰關を 設置し、 個人的 及 集 團的發 明を 督勵 し、 遲滯な 
くその成果を實際上に應用することによつて、生產カの增大と生產费の節約を圖 
り、 且能ふ 限り 勞働 力を 省略す る ことによ つて 國民 一般の 勞働 時. 間 及勞働 日を 縮 
少しよう とする ので ある。 勿論 現在 發明 家に 與 へられる 特許 權の 如き ものは 廢止 
されなければ ならぬ ♦か、 併し 何等かの 方法に よつ て發明 家の 功績を 表彰し、 その 
卓越した る 社 # 的 奉仕に 酬ゆ る途が 講ぜられる であらう。 

しかの みならず 國 家社會 主義の 下に あ b ては、 國 家機關 としての 各種の 委貝會 
或は 評議 會の 類が 中央 地方に 多數 設置せられ、 そこに 忌憚な き 意見の 提出と 活潑 
なる 討論と を 行は しめ、 常に 衆智を あつめて 最善の 手段を 選擇 すべき 方法が 講ぜ 
られ るで あらう。 勿論 それは 經濟參 謀 本部と も 言 ふ •へき 全國的 統制 機關に 綜合 整 
理され て 最後 的に 取捨 鹽梅 さる V きものでは ある •か、 併し 反對 論者の 屢+ 批評す 
るが 如く、 國 家社會 主義は 寡 頭 的、 宮 僚 的、 專制 的經濟 政策を 強行 せんとす る も 



— 118 一 



力 MS と 義主會 社家 國 



のでは 決してない。 | 國の產 業を 全國 民の 福利に 最も 良く 且 最も 多く 合致せ しめ 
るた めに、 これを 綜合 的、 統一的に 計瓮 管理す る ことが 國 家社會 主義の 最大の 目 
的で あるから、 この 目的に 裨 補し 貢 獻 する ものである 限り、 何人の 創意 も、 何人 
の 提案 も、 何人の 活動 もこれ を 抑制し 妨害す るが 如き 制度を 採用すべき でない。 
國 家社會 主義が 禁壓 しょぅと する ものは 個人的 及 階級 的 利己主義 以外には 存しな 
いので あるから、 具に 國 利民觴 に 合致す ると ころの 獨創 力は 國家 社會 主義の 下に 
於て こそ 最も 良く 尊重され、 且發 揮され るで あらぅ ことを 吾々 は 期待す るので あ 
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第 六章國 家社會 主義 運動の 進展 

I 共產主義及社會民主々義の |8 望 

昨年 來我國 に H 家瓧會 主義 運動が 俄に 擡頭し 來た つた 直接の 原因 i しては" 現 
下の 急迫せ る 政治的 及經涛 的 特殊事情が、 我 國の社 會 運動に 方向 轉換の 必要を 痛 
成せし め、 その 一大 飛躍を 促した ためで あるが、 更に 翅 つて その 思想 的湄源 を究 
めるならば、 H 家社會 主義なる ものが 我 日本 國 民の 傅 統的 精神に 合致し、 我 H 特 
殊の國情に頫應して、最も成功の可能性に富 1/ ところの社會改造方策たることが 
渐次 明白に されて 來た 、めに ほかなら ない。 

惟 ふに 世界 大戰 後に 於け る 各國の 社 # 改造 運動を 指導し 來つた ニつ の 原理は 共 
產主義と社會民主令義とであつた。共產主義は1九1七年 1» シャ革命の成功後間 
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もな く ボル シ H ゲキズ ムの 名を 以て 我國に 侵來 し、 大正 十一 年 日本 勞働總 同盟の 
網 領とな つたが、 同 十三 年總 同盟は 斷然 これを 棄て 、社 # 民主々 義に轉 向した/, 
め、 この 轉 向に 反對 した 左翼 分子が 脫 退して 日本 勞働 組合 評議 會を 組織し、 共産 
主義 的 革命運動に 突進して、 後に 日本 共 產黨の 中堅を 形造く るに 至つ た。 そして 
總 同盟を 中心に 成立した 社會 民衆 黨は當 初ょり 社會 民主々 義を 奉じ、 それと 共產 
黨 との 中間に 介在した 舊 勞農黨 は內 心に 於て 共産主義に 共鳴しながら、 外面に 於 
て 合法 政黨 を裝 はぅ とする 戰略的 必要から 故意に 其 主張を 曖昧に して ゐた •か、 そ 
の 遺 鉢を 承け 繼い だ勞農 大衆 黨は 共産主義 にも あらず 社# 民主々 義 にも あらず、 
さぅ とて 獨自の ィデ オ & ギ丨 もな く、 常に 首鼠兩 端を 持して、 理論の 不統一と 不 
徹底に 惱 まされな •から、 一時を 糊塗して 近時に 及んだ ので ある。 

共産主義は、 併し、 我 日本に 關する 限り、 革命運動と しての 成功の 可能性は 全 
くないと 斷 じて ょい。 何と なれば それは 餘 6 にも 我國情 の 特殊性を 無視す る もの 
だからで ある。 共産主義の 根本原理で ある 唯 物史觀 の 誤謬は 姑く 論外と しても、 
政治 形態と しての 無産階級 獨裁 制が 我國體 と 相容れない ものである 以上、 いかに 



122 —— 



展 進の 動 運 義主會 社家 國 



少數の 共產黨 員が 必死の 蓮 動を 繰返しても、 國民 大衆の 支持を 受け 得る 見込みが 
絕對 にない ばかりでなく、 P シャ 革命の 場合に 於け るが 如く、 軍隊を 其 味方に 引 
入れる ことので きる 可能性 •か 極度に 稀薄で あるから、 たと a 三 •一 五 事件 や 四 * 

六 事件 等の 如き 聱察權 の 大揮 M がな かつた としても、 我國に 於け る 共産主義の 勝 
利を 豫想 する ことは 全く 痴人の 夢で ある。 

然らば 暴力を 否定し 議會 主義を 尊重す る 社 會 民主々 義 •か 果して 大勢を 支配し 得 
るかと いふに、 これ 亦 頗る 亡羊の嘆な きを 得ない。 社會 民主 令 義に 終始一貫した ィ 
ギリス 勞働黨 や ドィッ 社會 民主 黨の 現狀か ら見て も それは 明白で ある。 前者は 一 
九 ニ 九 年の 總選擧 に 下院の 第一 黨とな ぅ、 單獨に 政權を 掌握す る こと ニ 年 有餘に 
及んだに拘らず、彼等多年の主張たる社會主義に向つて！步も前進することがで 
きな かつた。 又 後者は 單獨 にて 政權を 獲得した 經驗 はない にしても、 大戰 前から 
最近の ナチ ス の發展 直前に 至る まで 斷 えず 第一 黨の 地位を 占めて ゐた に拘ら ず、 
その 社 會 主義 的 綱領は 更に 實 現の 機會を 見出す ことなく、 取なる 美辭 麗句に 過ぎ 
ざるの觀があ 0 た。ォーストリ|、フランス、べルギー、スエーデン等に於ける 
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社會民主>義者も*々政權に接近しながら、その無爲無能なることに於て大同小 
異で ある。 

我國に於ても普選法の寅施は必ずや無產政黨の勢カを增大せしめ、社會民主今 
義を勝利に導く捷徑たるべしと期待した者の甚だ多かつたに拘らず、その結果は 
何人の 豫 想ょりも 遙に 劣り、 旣に三 囘の綰 選舉に 於て 無 產政黨 の 得た る 粟數は 全 
粟 數の三 十分の一 內 外に 止まり、 更に 發展の 傾向を 示さない ので ある。 之 等の 事 
態に 隹るな らば、 社 # 民主 ^ 義なる もの •か 資本主義 打倒の 方法と してい かに 無力 
であるかを 知る に 十分で あつて、 要するに それは ダラ 幹 製造 事業に 遢ぎざ るの 觀 
が あるので ある。 

ニ9案社會|の特蘇性 

上述の 如き 共産主義 及肚會 民主 令義に對する批判を基礒とし、過去の娛謬を淸 
算し、新しき理綸と方法とを揭げて生まれ出でたものが國家社會主義である。こ 
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れは 併し 共産主義 や 社 會 民主 ♦義の 如く 西洋 思想の 移入で もなければ 模倣で もな 
く、全く我國に於ける獨特の思想である。 0 家瓧會主義なる語は西洋人にょつて 
も用ひ られ るが、 併し 現在 我 》に勃典し 0 、ある » 家瓧會主義は決して西洋人の 
解釋するが如き《家社會主義ではなく、全く特殊の意義を含蓄するものである。 

日本に 於け る 國家社 會 主義は、 國家 主義を 指導原理と すると ころの 社會 主義で 
ある。 然らば 國家 主義とは 何で あるか。 それは 個人 や 階級の 福利ょりも 國 家の顦 
利を 第一義 的の ものと し、 H 家卽ち H 民全趙 の 向上 發展 のためには 、すべての 個 
人が 一致 協力す る ことを 要求し、 有產階 級の 利益 も 無産階級の 利益 も阈 家の ため 
には 當然犧 牲に 供され なければ ならぬ とい ふの が 國家 主義の ィデ ォ D ギー であ 
る。 だから それは 闺家 至上 主義で ある。 國 家を 以て 人類の 社 會 生活に 於け る 最高 
完全なる 社 # 形態と 見て、 一切の 個人 も® 趙も 階級 も國 家の ために 奉仕す る道德 
的 義務を 負檐 すべきで あると いふの が 國家 主義の 具體 である。 

この 國家 主義の 光に 照らして 現在の 資本主義 並に その 必然の 產物 たる 階級の 對 
立 鬪爭を 眺めるならば、 そこに 個人 も 階級 も國 家の 福利を 害し H 家の 向上 资展を 
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妨 ぐるが 如き 方法に よつ て 其 私利 私慾を 滿 たしつ、 ある こと •か 明白で あるから、 
國家 主義の 立場から 資本主義と 階級 對立 とを 根絕す V きで あると 主張す るの •か 卽 
ち國 家社會 主義で ある。 この 意味に 於て 國家 社會 主義は 社 # 民主 + 義や 共産主義 
と 明白に 區別 3 れ る。 社會 民主 ^ 義は其 根本. に 於て 資本主義と 同じく 個人主義に 
立脚す る ものである。 個人の 價値 をす •へて 平等と 認め、 j 切の 社會 制度は 個人の 
福利を增進する手段にほかならないものと考へる。國家の如きもそれが個人の|© 
羽に 貢 獻 する 限りに 於て 存在の 理由を 有する に過ぎないと 言 ふの •か 社 # 民主 + 義 
者の 國家觀 である。 だから 彼等 も 亦 資本主義の 廢 止を 要求す るが、 併し 彼等 •かそ 
れを 要求す るのは、 資本主義が 國 家を 害する とい ふ 理由からで はなく して、 個人 
を 害する とい ふ 理由に 依る ので ある。 彼等が 社會 主義を 主張す るのは 資本主義よ 
b も社會 主義の 方 •か ョ 9 多く 個人の 顆 利に 適合す ると 考へ るからで あつて、 それ 
•か 國家を 益す る や 否やは 敢て問 ふところでは ない ので ある。 だから 社會 民主々 義 
は 個人主義 的 社 會 主義で あると 断じてよ いので ある。 

然るに 共產 主義は これと 異 り 階級 主義に 立脚す る ものである。 彼等の 解釋 によ 
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れば旣 存の國 家は 有產 階級が 無産階級を 壓 制する ための 棣關で あ ぅ、 資本主義は 
有産階級が 無産階級を 搾取す るた めの 制度で あつた。 だから 無産階級は 革命に ょ 
つて 國家權 力を 獲得し、 有產 階級を 壓 制して 共産主義を 實 行し、 土地 及 資本を 國 
有として無產 ^ 級の利益の爲にこれを統制し運用すべきであると主張するのであ 
る。 共產主 者の 眼中には 唯 無産階級 あるの みで あつて、 個人 もなければ 阈家 もな 
い。 だから それは 飽くまで も 階級 主義で ある。 共産主義は 實に 階級 主義 的 社會主 
義と 名くべき ものである。 

ところが 國 家社會 主義は 個人主義と 階級 主義と を 共に 排斥して、 國家 主義を 奉 

ずる ものであるから、 個人主義に 立脚す る社會 民主々 義 でもな く、 階級 主義に 立 

脚す る 共産主義で もな く、 全く 獨特の 思想 的 根抵を 有する 新社會 主義で あつて、 

西洋 思想の 受賣 ぅに 過ぎない 他 種の 社會 主義とは 自ら 選を 異にする こと 勿論で あ 
る 0 




||1日本國民の傳統的稍& 

上述の 如き 意味の 國 家社會 主義 だけが、 何故に 日本の H 情に 適 中す る社會 改造 
の 原理で あ b 得る かと 言 ふに、 日本 國 民の 傅 統的 精神 •か 元來 個人主義で もな く 階 
級 主義で もな く 實に國 家 主義 だからで ある。 一死 君國に 報いん とする 锇牲的 精神 
は「山行かば草ひす屍云冷」の古歌にても知らる、通り、その淵源は遠く古代に 
あるので ある •か、 中世 以降 封建時代に 榮えた 武士道の 如き も、 同じ 精神が や、 狹 
義に 適用され た 嫌 a は あるに しても、 義勇 公に 奉ずる 至情に 於て 何等 相違す ると 
ころはなかつた。明治維新に於ける大政奉還、廢藩置縣、秩祿返上、四民平等の 
擧 も、 在來の 武士階級が 個人的 乃至 階級 的 利益ょりも 國 家の 利益を 重し としたれ 
ば こそ 大なる 波瀾な しに實 行す る こと* かで きたので ある。 そして 明治 以後 國民敎 
育の 普及に 伴れ、 國家 主義 的 思想 •か 農民 勞働 者の 間に も 深く 浸潤す るに 至つ たこ 
とは、 日淸 日露の 兩戰役 並に 今 囘の滿 洲及上 海事 變に 於て、 雉 多の 忠勇 義烈なる 
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美 淡を 殘した ことにょ 0 て も 明かで あつて" 我國 民の 誇りと する 所謂 大和魂なる 
もの も、 詮 ずると ころ 國家 主義 的觀 念に ほかなら ない ので ある。 

かくの如く日本國民の傅統的精神が國家主義である以上は、個人主義的忍想の 
産物た る 資本主義を 廢 止し、 國民 經濟を 超 階級 的社會 主義の 下に 統制す る ことは 
當に國 家 主義の 要求に 合致す る もので あつて、 たと a それが 有產 階級の 個人的 乃 
至 階級 的 利益に 反する ものが あつても、 彼等は 義勇 奉公の 至誠を 發撺 し、 c ら進 
んで國 利 民福に 殉ず るの覺 悟 あるべき を 疑は ない。 若し 現代の 大 資本家 大地 主に 
して、 維新 當 時に 於け る 諸 大名の 行 爲を學 び、 社# 進歩の 大勢に 鑑み、 自ら 進ん 
で その 財 產を國 家に 奉還す るの 快擧 に出づ るなら ば、 何等の 社 # 的變亂 なしに、 
國 家社會 主義は 確立され るので あつて、 全國 民の 幸慶 これに 過ぐ る ものは ないで 
あらぅ。 かくの 如きは 我 日本に 於ての み 望み 得 •へく、 他國に 望み 得べき ことで な 
い。 但し 私は これ •か 國家 社# 主義 货 現の 唯一の 方法で あると いふので はない。 若 
し 此方 法に して 見込 •かなければ、 他の 方法に ょる ほかは ないで あらぅ® た v 國家 
社會 主義 •か 我國 情に 適する 唯一の 社會 改造 方策で ある こと だけは 私の 高唱 して 息 
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む 能は ざると ころで ある 




寘&霣 右の 螫 障!！ 主會 社家 _ 



第 七章國 家社會 主義 陣營の 右翼 左翼 

I 右霣か左霣か 

現 時日 本人の 常識と ぃふょりも 寧ろ 凡俗 的な 見解から すれば、 共産主義は 極左 
翼で あり、 社會 民主々 義は 左翼で あり、 國 家社會 主義は 右翼で ある I 呼ばれ、 或 
は又共產主義は左翼であり、社會民主々義は右冀であり、國家社會主義は極右 || 
であると も 言 はれて ゐる やぅで ある。 だが ー體 社會 運動に 於け る 左右 兩翼は 何を 
標準と して 識別され るので あるか。 社會 運動で ある 限り、 多 かれ 少かれ 現 狀の打 
破を 目的と する ものであるに 相違ない •か、 その 打破し ょぅとす る 程度の 大なる も 
の 若しくは その 手段の 過激なる ものを 左翼と し、 程度の 小なる もの 若しくは 手段 
の穩 和なる ものを 右翼と する の •か 普通の 解釋 であるら しい。 つま り理 •論と しても 
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行動としても"旣存の制度にヨ夕遠きものは左翼であり、 3 ?近きものは右翼で 
ある。 併し この 遠近は 固ょ b 相對 的の 問題で あるから、 若し 左翼 以上に 現 制度に 
ヨ PS 遠い もの •か 新に 生まれるならば、 それは 極左 翼と され、 右翼 以上に 現 制度に 
ヨリ 近い ものが 新に 生まれるならば、 をれ は 極右 翼と される。 さ. ぅだと すると 後 
には 最極 左翼 や最 極右 翼まで も 出現して、 その 中間に 一列 横隊を 形造る 多数の も 
のは 右な のか 左な のか 見當が o きかね る狀 態に も 立ち 到る であらぅ。 いや 現に 日 
本の 社會 運動が まさしく それで、 共産主義が 最極 左翼に 位する こと だけは 異論が 
ない にしても、 その 次に 位する 極左 翼、 それから 左翼、 右翼、 極右 翼、 最極右 
翼と 順次 配列され る もの •か 何々 であるの か、 正確には 誰に も 鳥渡 判斷 がつ きかね 
る 有様で ある。 凡俗 的には 上記の 如く 國 家社會 主義は 社會 民主々 義ょ b 右に 近い 
と 見られて ゐ るが、 •併し 現在の 民主 令 義的 政治 形態を 肯定す る社會 民主々 義 ょり 
も、これを否定する國家社會主義の方が現制度に 3 リ遠いから、箏ろ社會民主令 
義の 方が 右 だと 言へ ない こと もない。 けれども 又 他面から 見る と國 家社會 主義は 
從來 反動的 國粹 主義者の ス -1» |ガンであ 〇 た0家主義を髙唱するものであるか 
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ら 、その 意味では 個人主義に 執着す る 社會 民主々 義 ょりも 保守的で あつて、 つま 
ぅ 右で あると 評されない こと もない。 社會 主義を 頭から 排斥す る 一部の 日本 主義 
者から 見れば 國 家社會 主義が 左で ある ことは 明白で あるに しても、 國 家社會 主義 
と社會民主 ^ 義との左右は簡箪には決定され得ない問題である。 

だが、かぅいふ問題の起るのも畢竟は國家社會主義なるもの、本質に保守的な 
一面と 急進的な 一面と •か 共存す るからで ある。 國 家社會 主義は 言 ふまで もな く國 
家 主義と 社會 主義との 結合した ものである。 國家 主義は テ— ゼで あり、 * ▼ ルクス 
的社會 主義は アンチ テーゼ である。 そして この 兩 者の 矛盾を 揚棄し 統一す る シン 
テーゼ •か 卽 t > 國 家社會 主義で ある。 だから 國 家社會 主義 そのものは 統一され たる 
理論 體 系を 有する ものでは あるけれ ども、 併し それを 分析 的に 見るならば、 その 
中に 國家 主義 的 要素と 社會 主義 的 要素と が 併存す る ことは 否み 難い。 それは 恰も 
唯 物 辯證法 •か 唯物論と 辯證 法との 統 I なる ♦かゆ 袅 に、 その 兩要 素を 併せ 有する の 
と 同樣で ある。 • 

そこで《家社會主義の國家主義的要素に重點を置く者は、そのゆ袅に國家社會 
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主義を右異視するし、反對に社會主義的要素に重點をおく者は、そのゆ裘に闕家 
社會 主義を 左翼 視 する。 右翼 視 する 者は、 だから、 國 家社會 主義を 以て ファ ッシ 
ズム と 同一 物と 誤解して 兩 者の 間に 嚴然 たる 差別の 存 する ことを 識ら ないし、. 又 
左翼 視 する 者は 國 家社會 主義を 以て 共産主義の 方 モフ ラー ジユぶ b と妄斷 して 兩 
者の 間に 氷炭 相容れ ざ る もの、 存 する ことを 悟らない 。そして それ •か 又 現在 國家 
社會主義が極右極左兩翼から狹擊5れつ、ぁる所以を說明することにもなるので 
ぁるが、併し右の如き誤解や妄斷を悉く反國家社會主義者の無識や惡意に歸す 
るのは 公正な 見解では ない。 國 家社會 主義者 自身 も 多少 その 貴に 任じなければ 
ならぬ。 何と なれば 彼等の 間には その ィデ オ 口 ギ ー に 多少の 不一致が ぁつて、 
國 家社會 主義 そのものを 更に 左右 兩翼に 分裂せ しめる 耦棰 を包寐 して ゐるか らで 
ぁる • 

ニ國家主義本位か社會主義本位か 
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豫め斷 つ て おくが、 私は 國 家社會 主義の 陣營內 に 於け る 左右 兩翼 の對立 •か 現在 
旣に 形犮 されて をる とい ふので もなければ、 又 近く それが 形成され るで あらぅ と 
推定するのでもない。實は問題は未だそこまで進肢してゐないのである。だが比 
較的 良く 國家 社會 主義 陣營 内の 實狀に 通ず る 者は、 この 運動の 發 生の 當初か らー 
丨 そ ^ は今を距ること漸く一年餘ぅに過ぎないのであるヵ 多少 色 ^ を 異にす 
る 二つの 分派が 寄りつ 離れつ して ゐ たこと に 氣づか ざるを 得ないで あらぅ。 その 
いづれ もが 國 家社會 主義と いふ 一つの 河を まつし ぐらに 溯つ て 行きつ、 あるので 
は ある* か、 併し 或 一派は 比較的 右方の 流に 棹し* 或 一派は 比較的 左方の 流に 帆を 
あげる。 そして 双方と も 自己の 選んだ 進路を 本流 だと 信じ、 他方の 選んだ 進路を 
支流だと考へてゐる。勿論彼等は互に相呼應し、舳艫相啣くんで進 1/ ことを要望 
しては ゐる が、 併し 兩 者の 距離は 未だ 十分 接近し ない のみ か、 少し汕 斷を すると、 
却て 相 遠ざかる 危險 すら も あるので ある。 

かくの 如き 狀勢を 示す に 至つ た 原因が 旣述の 如き 國家 社會 主義の ニ容 相に ある 
ことは 確かで ある。 卽ち それが 國家 主義と 社會 主義との 統一で あるが ために 、 a 
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としく聞家主義を奉じ社會主義を奉ずる者ではあるけれども、そのいづてこ重き 
を置くかといふことになると、人にょつて多少說を異にするのである。國家主義 
に重點 を おく 者は、 國 家社會 主義の 其 髓は國 家 主義に あると 考 へる。 謂 ふ 所の 阈 
家 主義とは 全 i 義的 國家觀 (一元的 國家 論.) を根抵 として、 爾家 そのもの、 永 
遠の 生命 無窮の 興隆の 2 に、 個人 も 階級 も 利己心を 棄 て/, 獻身 的に 奉仕し、 政 
治 も 經濟も 道 德も敎 育 も、 す V て國家 本位に 改造し、 國 家の 統制 力を 通じて 全阈. 
民の 福 和を 增 進すべき であると いふ 一つの 社 會哲學 である 〇 か、 る H 水 產を軌 
範 として 現代の 社會狀 態を 批判す る 時に、 そこに 資本主義と いふ 個人主義、 陪极 
主義を 甚調 とする 經濟 制度が あつて、 同胞 相 食み、 階級 相戰 以、 全阈 民の 親和と 
協働を 不可能なら しめ、 阈家 全局の 利益を 阻害す る こと 甚大なる を 認識せ ざるを 
得ない。 そこで か、 る經濟 制度は 國家 主義を 發揮 する 上に 何ょりも 大きな 妨劣物 
であるから、 先づ これを 除去して 國家 主義 進展の 道程— める ために 資本主義を 
排除して 社會 主義を 實 施しょぅと する ので ある。 だから この 立場から すれ,^、 ^ 
家 主義が 目的で あつて 社會 主義は 手段で ある。 社會 主義が 實 f れた曉 に 於ても 
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國 家 主義は 毫も その 價 値を 失 ふ ものでは ない。 國家 主義に よっ て彈劾 さるべき も 
のは 資本主義 ばかりでなく、 國家 主義に よって 推獎 さるべき ものは 社會 主義 ばか 
りでは ないから、 現在の 經濟 制度 •か 變 革され、 有產 無產兩 階級の 對立 が廢 止され 
た 後と いへ ども、 阈家 主義は 永く 全國 民の 思想と 行動と を 指導すべき 軌範と して 
確保され なければ ならぬ。 かぅ いふ 信念の 上に 立っ 人々 を 私は 假に國 家 社會 主義 
の 右翼と 名 づける ので ある。 

然るに 社會 主義に 重きを® く 者は、 國家 社會 主義の 基調は 社 # 主義に あると 考 
へる。 だが #: 會 主義を 實現 する がた めには 民主々 義と 議會 主義と に信賴 する 社會 
民主々義でも駄目であ办、暴カ主義と國際主義とに肓進する共產主義でも駄目で 
ある。 特に 日本 國 民の 思想 的 傳統と 現下の 政治的 狀 勢の 下に 於て は、 社 # 民主々 
義 によっ て も 共産主義に よ っても、 我國 に肚會 主義を 實現 する ことは 不可能で あ 
る。 そこで 我 K 體と 合致し、 我國民 性に 適應 すると ころの 國家 主義を 標榜し、 そ 
れ によって 資本主義 打倒、 社會 主義 樹立の 大義名分を 明かに すると 同時に、 その 
實行を能ふ限れ容易ならしめよぅとするのである。だからこの立場にある人々に 
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取りて は社會 主義 力 目的で ぁつて 國家產 は 寧ろ 手段で ぁる。 彼等は 國家 主義 
にょらなくても 他に 社會 主義 實 現の 途が發 見され た f ば、 その 途を 選んだ であ 
らう 力 H 本に 關 する 限り 他の 途が 杜絕 されて をる ために、 國家蠢 なる 途を選 

むに 至つ たので ある。 かう いふ 種類の 人* を 私は 假に 1 社會 主義 左敦と 名 づけ 
るので ある。 

擎 

111 7 アツシズ厶是か非か 

國 家社會 主義者の 間に、 甚だ 漠然として 未だ 定形を 成 3 ない とは 言へ、 右の 如 
き 意味の 左右 兩 翼に 渴 する 人 V か 多少 對立 的に 存在して をる ことは 確かで ぁる。 
そしてそれは兩者の間に種々なる意見の相違となつて現はれる。列へ ^ 右萬ょ國 
家 社 # 主義を 以て 無産階級 及 中産階級 (時としては 有產 階級の 一部を も) 包容す 
る 或は 包容し 得 V き I 個の 國民 運動で あう 又 あらね ぱ ならぬ と考 へる 0そ1ス資 
本 主義の 蠢から 全國 民を 解放し ょうとす る 運動で ぁる。 勿論 資本主義の 下に 最 
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も 多くの 壓 迫と 搾取を 蒙 りつ、 ある 者が 無産階級で あり、 從 つて 資本主義の 廢止 
にょつて最も多く救はれる者が無產階級であるといふ事實に關しては、誰にも異 
論は ない が、 併し それ かと 言つ て國 家社會 主義が 單なる 無産階級 解放 運動で ある 
と考へるのは、マルキシズムの偏見を踏襲するものであつて、國家主義と相容れ 
ない ものである。 國 家は 或 特殊の 一階 級の 專有 物では なくして、 常に 全國 民の も 
のであるから、その國家の興隆發展を妨害しつ、ある資本主義を排除することは、 
無產 階級 だけの ためでは な く^ i て全國 民の ためで ある。 だから 中産階級は 固ょり 
有産階級と いへ ども、 異に 彼等が 國家 主義の 眞髓 を會得 する 限り、 進んで 資本 主 
義の廢 止と 社會 主義の 樹立と に 賛同し 協力すべき である。 さぅ いふ 意味に 於て 國 
家社會 主義は 國民 運動の 形態を 採るべき ものであると いふの が 右翼の 主張で あ 
る。 

然るに 左翼は 右の 如き 主張を 以て 空想的 社 # 主義の 範躊 に屬 する もの、 言 a か 
へれば 純然たる 理想主義 的觀念 論で あつて、 社會 の現實 性を 全く 無視す る ものと 
考 へる。 有産階級 及 これに 阿附 する 上層の 中産階級は 現社會 秩序の 下に 於て 多く 
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の權 益を i し且 それによ つて 十分に 自己を 滿 足せし めて をる ものであるから、 
彼等は ff で 資本 is — に 賛成す— •かなぃ ばか 之、— 4 これを 
固守し ようとす るに 違 U なぃ ので ある。 彼等は 社會蠢 どころ か 社— 策に すら 
屢 5 硬に 反對 し、 s たす ら旣 得の 階級 的權 益に® うつかう として ゐる 。だから 
結局 社會 主義の 實 現は 無產 階級の 力に よつ ての み 可能で あつて、 たと ひ 下城の 中 
產 階級の 若干を 包容す f とはで きる としても 、運動の 主力は 勞働者 農民に よつ 
てボ 成されなければ f 2。 その 限. に 於て 國家 社會 主義は 共産主義 ゃ社會 民主 
今義と 何等 相違す る ものでは なぃ とぃ ふの •か產 の 主張で ある。 

兩 者の 意見の S を 最も 明白に 素す る 試金石と 1 は 7 ァニ ズム に 尉 
する 批判で ある。 I 體現 時の— に 不思議— 象の 一つは、 我々 こそは ファニ 
ョで t と 勇敢に 名乘— げ て？ 齧は (唯一の 例外 日本 1ァッ スム聯 f 
除ぃて) 殆んど 何處に 1 當— ぃに 拘ら ず、 凡俗 的に フ ァッ ショと 銘 をう たれ 
て ゐる屋 は 極めて 多 < 、國家 1 主義 的諸麗 ©1 よ b 御多分に 波れ な 

いので ある。 これは 主として 輕 佻なる ジヤ— ナジズ ム と、そ 0 ジヤ|ナリ こ 
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迎合す る ことにょ つて 自己の 社會的 存在を 維持し ょぅとす る 一部の 評論家が 然ら 
しめた ものであるが、 若し 假に 個人主義 や 階級 主義を 否定して 國家 主義を 奉じ、 
國際 主義を 否定して 國民 主義を 奉ずる ものを 悉く フアツ シヨと 總稱 する ことが 正 
しいと するならば、 阈 家社會 主義 も亦フ アツ シヨた る ことを 失は ないで あらぅ。 
併しな •から それ かと 言つ て、 阈 家社會 主義が その 理論 目的 及 手段に 於て、 すべて 
ィタ PN - のフ アツ シズ ムと 间 一物で あると 卽斷 する ことは 非常な 誤れで ある。 凡 
そフ アツ シズ ムは三 大要 素を もつ。 第一は 社 會哲學 としての 國家 主義で あり、 第 
ニは 政治 理論と しての 獨裁 主義で あり.、 第三は 經濟 理論と しての 階級 協調主義で 
ある。そこでこれを國家社會主義と比較する |: 、第ーの國家主義に於ては正に同 
一で あり、 第二の 獨裁 主義は、 それが 個人主義 的 政治 形態と しての 民主々 義に反 
對す ると いふ 意味に 於て 亦 同一で あると 言 a 得る。 だが フアツ シズ ムと阈 家社會 
主義との 同一 性 乃至 類似 性は 以上の ニ點に 止まり、 第三の 階級 協調主義になる と 
兩者は 明かに 相反 撥す るので ある。 國 家社會 主義は 資本家 地主と 勞働者 農民と を 
旣存の 階級 的 地位に 膠着せ しめながら" 兩者 をして H 家 主義の 下に 親和、 協調せ 
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しめる ことの 不合理で あり 又 不可能で ある ことを 確信す る ものである。 資本主義 
的經涛 制度 ssa 由 放任 f 利 主義と にある。 しかも そ S 必然的に 全 
國民を 經濟的 及 政治的に 强 者と 弱者と に 分裂せ しめ、 2 いて 貧富の 懸隔 や 階級 15? 
爭を不可避ならしめるものであるから、たと以|時的に權カの强制にょつて表面 
だけ 階級 協調に 成功す るかの 如く 見えても、 窮極に 於て 失敗に ^ せざるを得ない 
ものである。だから若しィタリ一のフアツシスト指導者等が其に聰明であ 0 て、 
目的に 對す ♦〇 手段 S 擇を 誤— い f ば、 現在の 階級 協調主義を 棄 て、 階級 廢 
止卽ち社會主義に向つて飛躍|番しなければならぬ窖のものである。若し彼等，。 
f した f ば、 その 時 こそ フ アツ シズ t 國家 社會產 とは 全く 同一 物と— 
ゎけで t が、 f でない 限. 〇 兩 者は 決して 同一 物では あり 得ない ので ある。 

，フ アツ シズ ムと 國家 社會義 との 同 J 點 、差別 勘は 上記の f であるが、 これ 
が國家社會主義陣營內の左右兩翼にょ 0 ていかに批判3れるかといふに、右翼ょ 
國家產 に 重點を おく 關係 上、 フ アツ シズ ムの國 家 主義 的 方面を 指摘して、 ー槪 
にこれ を 排一^ る ことを 禱辖 する ばかりでなく、 搴ろ 排斥す る ことを 誤黎 とする。 
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«家社會主義的見地からファッシズムに反對しなければならぬ點は、た \: その經 
濟 理論 だけに あるので あつて、 H 家 理論 や 政治 理論は 全く 或は 殆ど 同 一 なので あ 
るから、 フ ァツ ショは これを 排擊す V きでは なくして 寧ろ 啓蒙し 指導すべき もの 
である。 しかの みならず 國 家社會 主義を 排擊 せんと 謀りつ 、ある 無政府主義者 (農 
村 自治 論者) や 共産主義者の 攻勢に 對 しては、 國 家社會 主義者と ファ ッシ ストと 
は國家 主義の 大 施の 下に 協同 戰 線を 張る 必要 すらない とは 言へ ない。 かぅ いふの 
が 右翼の 主張で ある。 

然るに 左翼は、 それが 社會 主義に 重點を おく 關係 上、 ファッジ ズムの 國家珂 論 
や 政治 理論は どぅ ともあれ、 その 經濟理 論に 於て 社會 主義を 否定す る ことの 明白 
なる 以上、 斷じ てこれ を排擊 すべきで あると 主張す るので ある。 國家 社# 主義の 
立場からは 資本主義は 固ょ 6社會民主+義も共產主義も無政府主義も共に否定す 
べきでは あるが、 併し それ 等と 同等 或は ョリ 以上の 否定が ファ ッシズ ムに對 して 
も 加 へられなければ ならぬ。 だから 若し フ アツ シズ ム排擊 のために 必要と される 
ならば、國家社會主義は社會民主々義者や共產主義者と協；！戰線を張ることも敢 
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て辭 すると ころで ない とい ふの が、 恐らく 彼等の 心事で あらぅ* 

以上が ファ ッシズ ムに對 する 兩 者の 見解の 分れる ところで ある。 だから 苦し 國 
家社會 主義の 陣營內 に 於て、 何人が 右翼で あり 何人が 左翼で あるかを 知らぅ と 欲 
する人があるならば、彼等に向 0 てファッシズムをどぅ見るかといふ質罚を發し 
さへ すれば、 それで 大槪 わかる ので ある。 

四兩 » 分裂の 原因 

私は 國家 社會 主義に 於け る 左右 兩 翼の ィデ ォ &ギーの相違につぃて槪略の說明 
を 了へ たが、 最後に 一考す V きことは、 右の 如き 對立の 依て 生ずる 原因で ある。 
私の 見る ところに よると、 現存 國家 社會 主義の 陣營に 馳せ參 じて をる 人々 は 大別 
して 二種と する こと •かで きる 〇 卽ち元 來國家 主義者で あつたが、 それ •か 幾分 か 左 
傾して社會主義を奉ずるに至つた1群と、元來社會主義者であつたが、.それが幾 
分か 右傾して 闺 家 主義を 奉ずる に 至つ た ー群とである0この兩咩が坊ォずして合 
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流し、 共に 國 家社會 主義の 陣營に 立て籠る に 至つ たので ある •か、 併し それは 眾に 
戰術上 の 打算と か 運動 上の 便宜と かいふ やぅな 淺薄な 理由に ょる ものでは なくし 
て、 過去 數 年間の 我國の 政治的 及經濟 的狀 勢が 必然的に さぅ させざる を 得 ざら し 
めた ので ある。 それを 詳論す る ことは 別の 機會に 讓ら方 ければ ならない が、 简單 
に述 V れ ば、 我國 に國家 主義 運動の 起つ たのは 少 くも 十 年 以上の 過去に 溯り 得る 
•か、 併し それ 等は 槪ね 精神 運動 或は 政治 運動で あつて、 經濟 運動では なかつ た。 
從 つて 彼等は 全く 經濟理 論を もたな かつた のみならず、 社會 主義を 以て 悉く 我國 
體と 相容れない 非國民 運動と 誤 斷し 、これを 排擊 する ことに 熱心の 餘 り、 意識的 
にか 無意識的に か 資本主義の 擁護に 墮 し、 反動的 國粹 主義 以外の 何者で もない か 
の如く見ぇたものが多か 0 たのである。然るに近年に於ける資本主義の獨 . , «- 化、 
並に これに 伴 ふ 財閥の 横暴と、 その 財 間に 奉仕す る政黨 の 陋劣 さ ♦か、 旣 存の國 家主 
義者 をして 經濟 問題に 眼を 開かせ、 比較的 賢明なる その 一部を して 資本主義の 辔 
毒の堪ふべからざる所以を悟らしめるに至つたのである。こ、に於でか彼等は社 
會 主義の 理論に 傾聽 し、 それが 必ずしも 國體に 反する ものに あらざる のみならず、 
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却て それ •か 一 君 萬 民の 國粹 的傳統 に 合致す る經濟 制度た る ことを 理解し、 進んで 
國 家社會 主義を 奉ずる に 至つ たので ぁる。 乃ち 彼等は 元 來國家 主義者で ぁつた 
が、 その 國家 主義を 放棄す る ことなく、 寧ろ 國家 主義者た るが ゆ ^ に社會 主義者 
たらなければならないといふ现由から、國家社會主義の陣營に來ぅ投じたのでぁ 
る。 

我國に 於け る 社 會 主義 運動は 明治 三十 年頃に 發 生した が、 それ •か 新紀元を 劃し. 
たのは大正八年ヵらでぁる。爾來ボ产シ4ゲキズム、ナンデヵリズム、ァナ|キ 
ズム等の諸分派が對立して艇々離合集散を演じたが、大正末年に至つて漸く|應 
の 整理を 遂げ、 社# 民主 + 義者と 共産主義者と 中間派 (具體 的に 言へ ば 社# 民衆 
黨と 共産 黨と勞 農 大衆 黨) の 鼎立と なり、 勞働 組合、 農民 紐 合 も 亦 これに 伴つ て 
各 その 歸屬 すべきと ころに 歸妬 した。 だが その後に 於け る數 次の總 選擧 の成适 
や、 無産 大衆の 動向 や、 權カ QI が、 我國に 於け る— 主義 運動 奚展の 可能 
性 *: 關し 多大の 疑惑を 生ぜし めた。 固ょぅ 社會 主義 そのものは 放棄す る ことを 
得ない* か、 併し 西洋 傅來 の社會 民主 冷義や 共産主義 以外に、 何等か 日本に 獨自の 



霣&冥 右の 主會 社家 ■ 



理論を 加味した 新社會 主義で なければ、 到底 成功し 得べき 見込がない。 かぅ いふ 
ことに氣づいた人 > は、ドィッに於ける阈民社會主義運動の念速なる伸張にょつ 
て 多大の 感動を 受けた に 相違ない •か、 それに も 優して 彼等を 刺戟した ものは、 從 
來經濟 改造 運動の 圏外に あつたと 見られた 國家 主義 的 分子が 突如 表面に 躍り 出 
て、天下の耳目を聳動せしめたことで6つた。こ、に於てか社#民主今義運動や 
共產主義運動の行詰りを痛感し、その打開策に腐心しつ、あつた前記の人々は、 
時 こそ 來たれ とば かりに、 國家 主義に 轉 向して、 國 家社會 主義を 標榜す るに 至つ 
たので ある。 

かくの 如くに して 左右 兩 方面から 接近した 國家 主義者と 社會 主義者と が 合流し 
て國 家社會 主義の 陣營を 形成した ので あるから、 いづれ も 阈家社 會 主義には 異論 
はない 箬で あるけれ ども、 併し 兩 者は 異りた る 過去を 有する 關係上 、一方が 國家 
主義を 偏重し、 他方が 社會 主義を 偏重す る 傾向を 有する ことは、 宴に 已 ひ を 得な 
い 自然の 結果で あつて、 それ •か 右翼と 左翼との 對 立を 生ぜし める に 至つ たので あ 
る。だが併し旣述の如<この對立は未だ判然たる形態を取つてゐる 6 けではな 
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く、又それがた .» に兩者が分裂の危機に颜してゐるゎけでは尙更ない0た<併し 
これを 自然の 成 行に 放任す？ 或は 將來 i す •へき 狀 勢を 酿— いとは 保證 でき 
な ので ぁるから、 國 家社會 主義者は 互に 硏究 もし 反省 もして その 結合の 繁 固を 
圓 6、 且 その 運動の 擴大强 化に 最善の 努力を しなければ ならぬ。 

(财 記〕 本論に 於け ろ 裏 左 5 別は めて 一般的な 独 察で ゎ* から、 個人的， k 例外 igi むべ 文 
て 少 くない。 抑ち 本来は— の 人で ぁりさら 現在 U 右 莫 の 立考」 め i り、 又 そ o 
あ ベ こべの 人 も * る こ 4 ^ 注重しておく0 
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